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平成28年３月３日（木曜日）

午前９時59分開会

会議に付託された議案等

○議案第46号 平成27年度宮崎県一般会計補正

予算(第４号)

○議案第51号 平成27年度宮崎県小規模企業者

等設備導入資金特別会計補正予

算（第２号）

○議案第52号 平成27年度宮崎県えびの高原ス

ポーツレクリエーション施設特

別会計補正予算(第１号)

○議案第53号 平成27年度宮崎県営国民宿舎特

別会計補正予算（第１号）

○議案第56号 平成27年度宮崎県公共用地取得

事業特別会計補正予算（第１号）

○議案第57号 平成27年度宮崎県港湾整備事業

特別会計補正予算（第１号）

○議案第65号 都市公園条例の一部を改正する

条例

○議案第73号 宮崎県緊急雇用創出事業臨時特

例基金条例の一部を改正する条

例

○報告事項

・損害賠償額を定めたことについて（別紙１）

・県営住宅の管理上必要な訴えの提起、和解及

び調停について（別紙２）

○商工観光振興対策及び土木行政の推進に関す

る調査

○その他報告事項

・県内経済の概況等について

・第10次宮崎県職業能力開発計画の策定につい

て

・技能検定試験実技試験の再点検調査の結果に

ついて

・地方拠点強化税制に係る「県税の課税免除等

の特例に関する条例の一部を改正する条例」

について

・霧島山（えびの高原（硫黄山）周辺）の噴火

警報発表に伴う立入規制等について

・改正品確法に基づく運用指針への取組につい

て

・土砂災害危険度情報の一般公開の開始につい

て

・細島港港湾計画の改訂について

・「都市計画に関する基本方針」の改定について

・えびの高原（硫黄山）周辺の道路規制につい

て

出席委員（８人）

委 員 長 二 見 康 之

副 委 員 長 河 野 哲 也

委 員  原 正 三

委 員 横 田 照 夫

委 員 松 村 悟 郎

委 員 野 﨑 幸 士

委 員 髙 橋 透

委 員 西 村 賢

欠席委員（なし）

委員外議員（なし）

説明のため出席した者

労働委員会事務局

事 務 局 長 江 藤 修 一

調 整 審 査 課 長 田 畑 吉 啓

商工観光労働部

商工観光労働部長 永 山 英 也

商工観光労働部次長 畑 山 栄 介

企業立地推進局長 川 野 美奈子

観光経済交流局長 武 田 宗 仁

商 工 政 策 課 長 日 下 雄 介

経営金融支援室長 門 内 隆 志

産 業 振 興 課 長 野 間 純 利

産業集積推進室長 谷 口 浩太郎
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- 2 -

労 働 政 策 課 長 久 松 弘 幸

地域雇用対策室長 天 辰 晋一郎

企 業 立 地 課 長 日 高 幹 夫

観 光 推 進 課 長 福 嶋 清 美

記紀編さん記念事業推進室長 松 浦 直 康

オールみやざき営業課長 酒 匂 重 久

工業技術センター所長 冨 山 幸 子

食品開発センター所長 森 下 敏 朗

県立産業技術専門校長 田 村 吉 彦

県土整備部

県 土 整 備 部 長 図 師 雄 一

県土整備部次長
長 友 重 俊

（ 総 括 ）

県土整備部次長
東 憲之介

(道路･河川･港湾担当)

県土整備部次長
大 迫 忠 敏

(都市計画･建築担当)

高速道対策局長 前 内 永 敏

部参事兼管理課長 佐 野 詔 藏

用 地 対 策 課 長 山 路 博

技 術 企 画 課 長 木 下 啓 二

工 事 検 査 課 長 甲 斐 重 隆

道 路 建 設 課 長 瀬戸長 秀 美

道 路 保 全 課 長 馴 松 義 昭

河 川 課 長 補 佐
壹 岐 進

( 総 括 )

ダ ム 対 策 監 秋 山 克 則

砂 防 課 長 永 井 義 治

港 湾 課 長 蓑 方 公

空 港 ・ ポ ー ト
明 利 浩 久

セールス対策監

都 市 計 画 課 長 森 山 福 一

建 築 住 宅 課 長 上別府 智

営 繕 課 長 山 下 幸 秀

施設保全対策監 宮 里 雄 一

高速道対策局次長 奥 泰 裕

事務局職員出席者

総 務 課 主 幹 河 野 剛

議事課主任主事 沼 口 恭一郎

○二見委員長 ただいまから商工建設常任委員

会を開会いたします。

まず、委員会の日程についてであります。お

手元に配付いたしました日程案のとおりでよろ

しいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○二見委員長 このとおりに進むように、御協

力をお願いいたします。それでは、そのように

決定いたします。

執行部入室のため、暫時休憩いたします。

午前９時59分休憩

午前10時０分再開

○二見委員長 委員会を再開いたします。

当委員会に付託されました議案についての説

明を求めます。

なお、委員の質疑は、執行部の説明が全て終

了した後にお願いいたします。

○江藤労働委員会事務局長 おはようございま

す。労働委員会事務局でございます。

それでは、平成27年度２月補正予算について

御説明をいたします。

お手元の平成27年度２月補正歳出予算説明資

料、これの労働委員会のインデックスがついて

おります463ページをお願いいたします。

今回、労働委員会事務局では、810万4,000円

の減額補正をお願いしております。

この結果、補正後の額は9,836万6,000円とな

ります。

平成28年３月３日(木)
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それでは、その主な内容について御説明いた

します。

467ページをお開きください。

委員会費は２つ事項がありまして、まず、（事

項）職員費であります。361万7,000円の減額と

なっております。これは主に、事務局職員の人

件費の執行残によるものであります。

次に、（事項）委員会運営費であります。448

万7,000円の減額となっております。これは、委

員報酬や旅費、会議費などの労働委員会の運営

に要する経費の執行残によるものであります。

説明は以上であります。御審議のほどよろし

くお願いいたします。

○二見委員長 執行部の説明が終了しました。

質疑はありませんか。

○原委員 27年度は前年度と比較して、そう

いう労働委員会に係る案件というか、それはふ

える方向ですか、減る方向だったんでしょうか。

○江藤労働委員会事務局長 労働委員会が行っ

ております、特にあっせんに係る件数につきま

しては、ここ数年は、ほぼ横ばいの状態で推移

しております。今年度の個別の労働者個人と使

用者との関係のあっせん申請につきましては、

２月末現在で４件申請を受け付けております。

それと、労働組合と使用者、集団的な案件で

ありますけれども、これについては、あっせん

を１件申請を受け付けております。

あっせんの件数自体は、最近そういう状況で

ありますけれども、労働相談について26年度

が117件ございましたが、今年度２月末で申し上

げますと、126件という状況になっております。

○原委員 相談ということですよね。相談と

いうのは、まだトラブルまでいってないんでしょ

うけれど、内容的に多いのはどんなものがある

んでしょうか。

○江藤労働委員会事務局長 労働相談につきま

しては、例えば単純に法制度に関する問い合わ

せも含めてございますけれども、事案として結

構目立ちますのは、賃金の未払いの関係とか、

あるいは退職に関すること、あるいは解雇といっ

たような問い合わせと、最近では、いわゆるハ

ラスメント、パワハラ等に関する相談も見えて

おります。

○二見委員長 ほかに質疑はありませんか。

それでは、その他何かありませんか。よろし

いですか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○二見委員長 それでは、以上をもって労働委

員会事務局を終了いたします。

執行部の皆様、お疲れさまでした。

暫時休憩いたします。

午前10時５分休憩

午前10時７分再開

○二見委員長 委員会を再開いたします。

当委員会に付託されました議案等について、

商工観光労働部長の説明を求めます。

なお、委員の質疑は、執行部の説明が全て終

了した後にお願いいたします。

○永山商工観光労働部長 商工観光労働部でご

ざいます。どうぞよろしくお願いいたします。

まず、おわびを申し上げさせていただきます。

昨年の10月、技能検定の合否判定の誤りが判明

をいたしました。それを受けまして、資料が残っ

ております過去３年分について検証を行ったと

ころでございます。

その結果、新たに３件、合否にかかわる誤り

が判明いたしました。そして、合否にかかわり

ませんけれども、多くのミスも出てきたところ

でございます。
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このような事態は、国家資格であります技能

検定の信頼を大きく揺るがすものであります。

受検者の方々、それから関係者の方々に多大な

御迷惑をおかけしてるところでございます。県

民の皆様それから委員の皆様に深くおわびを申

し上げます。申しわけございませんでした。

詳細につきましては、後ほど担当課長から説

明をさせていただきますけれども、県及び委託

・委任をしております職業能力開発協会の両者

におきまして、二度とこのようなことが起きな

いように、しっかりと反省をし、対策を講じて

いきたいと思っております。どうぞよろしくお

願いいたします。

それでは、座って説明をさせていただきます。

まず、えびの高原の硫黄山周辺の立入規制等

についてでございます。

硫黄山周辺につきましては、今般、気象庁に

よる噴火警報を受けまして、立入規制が行われ

ております。

詳細につきましては、後ほど担当課長から説

明をいたしますが、商工観光労働部といたしま

しては、関係部局等と連携をしまして、火山活

動や規制等に関する正確な情報を把握をし、迅

速に情報を提供することにより、えびの高原を

訪れる観光客等の安全の確保に努めてまいりた

いと考えております。

それでは、お配りをしております商工建設常

任委員会資料の目次をごらんください。

本日は、平成28年２月定例県議会提出議案及

びその他の報告事項について、説明をさせてい

ただきます。

１ページをお開きください。今回提出してお

ります商工観光労働部関係の議案の概要であり

ます。

議案第46号「平成27年度宮崎県一般会計補正

予算（第４号）」は、事業費の確定等に伴う補正

を行うものであります。

この結果、商工観光労働部の一般会計歳出は、

補正前の額636億2,109万8,000円から、今回、63

億6,627万1,000円を減額し、補正後の額が572

億5,482万7,000円となります。

今回の約63億円の減額の理由でありますが、

中小企業融資制度貸付金の約57億円の減額が最

も大きなものとなっております。

これは、大規模な災害発生などに備えまして、

融資枠を十分確保しておりましたが、大きな変

動要因がなかったことなどから、融資実績が見

込みを下回ったものであります。このほか、国

の地方創生交付金を有効活用したことによりま

して、関連する県単事業について、約4,300万円

を減額したところであります。

次に、その下の繰越明許費の追加につきまし

ては、主に国の地方創生加速化交付金を活用し

た事業であり、平成28年度への繰り越しをお願

いするものであります。

２ページをお開きください。

議案第51号「平成27年度宮崎県小規模企業者

等設備導入資金特別会計補正予算（第２号）」

は、事業費の確定等に伴い、歳入歳出予算を6,084

万8,000円減額補正するものであります。

議案第52号「平成27年度宮崎県えびの高原ス

ポーツレクリエーション施設特別会計補正予算

（第１号）」は、歳入予算について、繰越金の増

及び一般会計繰入金の減に伴う補正を行うもの

であります。

議案第53号「平成27年度宮崎県営国民宿舎特

別会計補正予算（第１号）」は、歳入予算につい

て、財産運用収入、繰越金の増及び一般会計繰

入金の減に伴う補正を行うものであります。

最後に、議案第73号「宮崎県緊急雇用創出事
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業臨時特例基金条例の一部を改正する条例」は、

基金の執行残額を国へ返還するため、所要の改

正を行うものであります。

目次に戻っていただきまして、議案以外のそ

の他の報告事項につきましては、県内経済の概

況等についてなど４件と、本日机上に配付させ

ていただいております、霧島山の噴火警報発表

に伴う立入規制等についての計５件につきまし

て、報告をさせていただきます。

詳細につきましては、担当課長・室長から説

明をいたします。

私からは以上でございます。

○二見委員長 商工観光労働部長の概要説明が

終了いたしました。

次に、議案に関する説明を求めます。

○日下商工政策課長 私からは、商工政策課の

補正予算について御説明申し上げます。

お手元の平成27年度２月補正歳出予算説明資

料、こちらの商工政策課のインデックスのとこ

ろ、219ページになりますが、こちらをお開きい

ただければと思います。

今回の補正額は、一般会計、特別会計を合わ

せまして59億3,536万8,000円の減額補正でござ

います。補正後の額は、515億3,585万2,000円と

なります。

まず、一般会計ですが、補正額は58億7,452万

円の減額で、補正後の額は512億9,277万8,000円

となります。

それでは、主な事項につきまして御説明いた

します。222ページをお開きいただければと思い

ます。

（目）商業振興費の（事項）中小企業金融対

策費58億6,857万6,000円の減額でございます。

説明欄１の中小企業融資制度貸付金の57億686

万1,000円の減額でございますが、こちらにつき

ましては、大規模な自然災害等により、地域経

済が大きな影響を受けた際の緊急対策枠など十

分な融資枠を確保しておりましたが、大規模な

自然災害がなかったことや融資実績が見込みを

下回ったことにより、減額するものでございま

す。

続きまして、２の中小企業金融円滑化補助金

につきましては、県融資制度の保証料軽減のた

めの補助金でございますが、額の確定に伴い、643

万9,000円を減額するものでございます。

また、３の信用保証協会損失補償金は、平成26

年度の代位弁済の金額が見込みより少なかった

ことから、１億5,455万5,000円を減額するもの

でございます。

１つ飛びまして、（事項）小規模企業者等設備

導入事業推進費でございます。こちら1,157

万4,000円の減額でございますが、設備貸与事業

等の損失保証額が見込みより少なかったことに

よるものでございます。

次の223ページをごらんいただければと思いま

す。

（事項）小規模事業対策費3,071万9,000円の

減額でございますが、こちらは、商工会、商工

会議所等に対する小規模事業経営支援事業費補

助金の額の確定に伴うものでございまして、職

員の中途退職等に伴い、人件費補助を減額した

ことなどによるものでございます。

続きまして、（事項）地域新産業創出支援事業

費でございます。こちらは、国の地方創生加速

化交付金を活用するものでございまして、説明

欄の２つの新規事業につきまして、後ほど、常

任委員会資料で御説明申し上げます。

その下にございます、（事項）地域経済活性化

支援事業費1,965万1,000円の増額でございます

が、こちらは、プロフェッショナル人材戦略拠
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点運営事業につきまして、国の地域活性化支援

業務委託費を2,032万9,000円減額しているとこ

ろでございますが、こちらは、拠点の設置が１

月になりましたことによる執行残でございます。

また、地方創生加速化交付金を活用して、3,998

万円の増額をしておりまして、差し引きで1,965

万1,000円の増額をお願いするものでございま

す。

224ページをお開きください。

（目）工鉱業振興費（事項）新事業・新分野

進出支援事業費121万4,000円の増額でございま

す。こちらは、地方創生加速化交付金を活用い

たしまして、ベンチャー企業の資金調達や販路

拡大を支援するため、来年度、九州・沖縄、山

口の９県が共同でビジネスマッチングイベント

を開催するものでございます。

次に、（目）元金（事項）口蹄疫復興中小企業

応援ファンド事業につきましては、事業の終了

に伴い、運用益の未使用額を返還するものでご

ざいます。

226ページをお開きいただければと思います。

小規模企業者等設備導入資金特別会計につい

てでございます。

特別会計につきましては、平成28年２月定例

県議会提出議案の議案第51号にございますが、

引き続きこの資料で御説明申し上げます。

特別会計の補正額は6,084万8,000円の減額で

ございまして、補正後の額は２億4,307万4,000

円となります。

まず、（事項）小規模企業者等設備導入事業助

成費1,154万4,000円の減額でございます。主な

理由につきましては、説明欄１の一般会計への

繰出金1,006万3,000円の減額でございますが、

こちらは、高度化資金借受者からの償還額が確

定したことに伴い、減額するものでございます。

続きまして、（款）公債費（事項）元金4,930

万4,000円の減額でございます。こちらは、高度

化資金のうち、中小企業基盤整備機構から借り

受けた貸付原資の償還に要する経費でございま

すが、一般会計への繰出金と同様に、借受者か

らの償還額が確定したことに伴い、減額するも

のでございます。

続きまして、常任委員会資料の６ページをお

開きいただければと思います。

新規事業につきまして御説明申し上げます。

６ページの新規事業「おいしいみやざき 食

と健康関連産業創出支援事業」でございます。

こちらの事業につきましては、事業の概要２

の（３）のとおり、官民連携による食と健康関

連のコンソーシアムを構築して、新産業として

の機運醸成を図るため、専門家によるセミナー

などを開催するとともに、起業の促進や新規参

入を促すためのビジネスプランコンテストなど

を開催するものでございまして、予算額500万円

をお願いしているところでございます。

続きまして、７ページをお開きください。

新規事業「クラウドファンディングを活用し

た中小企業金融支援事業」でございます。

こちらの事業は、中小企業が新たな商品開発

などを行う際に、クラウドファンディングの活

用をモデル的に支援するとともに、その普及促

進を図ることで、販路拡大、資金調達を支援す

るものでございまして、予算額1,461万9,000円

をお願いしているところでございます。

商工政策課は、以上でございます。

○野間産業振興課長 産業振興課の２月補正予

算につきまして御説明いたします。

平成27年度２月補正歳出予算説明資料の産業

振興課のインデックスのところ、227ページをお

開きください。
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今回の補正額は、1,141万6,000円の減額補正

となっており、補正後の予算額は15億9,290

万7,000円となります。

それでは、主なものについて説明いたしま

す。229ページをお開きください。

（目）工鉱業総務費（事項）職員費1,822万3,000

円の減額でありますが、これは、給与改定や人

事異動等によるものであります。

次に、（目）工鉱業振興費（事項）新事業・新

分野進出支援事業費１億642万4,000円の減額で

あります。230ページをごらんください。これは、

説明欄１の創業・新事業挑戦支援ファンド事業

損失補償の減額、これは後ほど別冊の常任委員

会資料にて御説明いたします。及び、４のステッ

プアップ企業支援事業において、産業振興機構

が国の公募事業等を実施する際に、国が精算払

いするまでの間、機構が立てかえる費用に対し

て無利子貸し付けを行っておりますが、その所

要額が見込みを下回ったことによる減額などで

あります。

次に、（事項）産業集積対策費１億4,174万

2,000円の増額であります。これは、次のページ

の説明欄になりますが、新規事業５の地域資源

を活用した健康志向の食品開発促進事業、６の

メディカルバレー国際競争力ＵＰ中小企業リー

ディングモデル事業、７の九州連携医療機器産

業拠点形成事業による増額であります。

これらにつきましては、後ほど、別冊の常任

委員会資料にて御説明いたします。

それでは、常任委員会資料の３ページをお開

きください。

創業・新事業挑戦支援ファンドの清算につい

てであります。

１のファンド設立の背景についてであります

が、平成17年度当時、長引く景気の低迷により

まして、投資環境等が厳しい中で、創業や新事

業等に挑戦する県内中小企業を支援するため、

宮崎県産業振興機構を通じて、県内民間企業が

組成する投資事業有限組合、いわゆるファンド

に対しまして、原資の一部を負担することによ

り、県内中小企業の資本強化を行ったものであ

ります。

２の主な効果でありますが、県内の中小企業11

社に対する資本強化を図り、それぞれが新たな

ビジネスモデルの展開や販路開拓などに取り組

まれた結果、全体で営業収益が約11億円増加す

るなど、競争力のある企業の育成が図られたも

のと考えております。

３の今回の減額補正についてでありますが、

４のファンドのスキームにもありますように、

県は機構にファンド総額の６分の１に相当する

１億円を貸し付け、機構はファンドに１億円を

出資しております。

ファンドの清算後は、ファンドから機構にそ

の出資比率６分の１に応じて財産が配分され、

機構は県に貸付金の１億円を償還することと

なっております。

また、仮にファンドの清算に伴い機構に損失

が生じた場合には、県は事業開始時に締結した

機構との損失補償契約に基づきまして、損失補

償を行うこととしておりました。

このため、27年度の当初予算編成時において、

償還期間が到来していないなど、清算が終わっ

ていなかった部分について、機構の出資比率で

あります６分の１に相当する額5,994万4,000円

を損失補償の最大額として、昨年度の常任委員

会で説明させていただき、予算計上を承認して

いただいておりましたが、この１月にファンド

の清算手続が全て完了しまして、損失が生じな

かったため、全額を補正減することになります。
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なお、貸付金１億円につきましては、全額、

県に返済されることとなります。

５のファンドの清算状況についてであります

が、表にお示ししておりますように、当初の財

産が６億円でありまして、このうち投資や監査

経費、鑑定料などの10年間の管理経費などの総

額が４億5,901万5,043円、各投資先からの回収

額が４億7,541万750円でありまして、最終の組

合財産は６億1,639万5,707円で黒字となってお

ります。

なお、機構は、出資割合に応じたファンドの

規定により分配された分配金１億274万1,042円

を県からの貸付金の返済と機構の管理経費に充

当することとなります。

６の投資先の事業等につきましては、表にお

示ししておりますが、下の写真にありますよう

に、先般、中核的企業として認定いたしました

「ミツワハガネ」さんは、ファンドの支援によ

り新たな事業分野であります航空機産業へ参入

され、会社の事業の柱となってきております。

また、ＩＣＴベンチャー企業としてスタート

した「アラタナ」さんは、つい先日、さらなる

事業拡大のために本社を駅前のＫＩＴＥＮビル

からカリーノに移転されておりまして、雇

用1,000人を目標に積極的に取り組まれておりま

す。

「ＷＡＳＨハウス」さんは、ＩＣＴ技術を活

用した集中管理システムの開発により、県内外

に店舗展開をされているところであります。

このように外貨獲得や雇用確保に貢献いただ

いており、この10年間、金融機関の経営サポー

トに加えまして、産業振興機構等の支援メニュ

ーを活用して、それぞれの企業で努力され、本

県の地域経済に貢献をいただいておるところで

あります。

次に、８ページをお開きください。

新規事業「地域資源を活用した健康志向の食

品開発促進事業」であります。

昨年、国において、機能性表示食品制度が導

入されるなど、食品の有する機能性への関心が

高まってきておりますが、こうした中で、地域

資源の機能性に着目した加工食品の開発を支援

する体制を充実・強化することによりまして、

競争力のある食品産業の育成を図るものであり

ます。

予算額は7,255万3,000円であり、事業内容は、

２の（３）にありますが、①の機能性表示食品

モデル事業の実施につきましては、現在、本県

におきましては、機能性表示食品制度の導入事

例がありませんことから、制度の導入に必要な

臨床試験などに係るモデル事業を実施しまして、

制度の導入事例の創出を図りますとともに、導

入に際する課題やノウハウなどを収集して、県

内企業に提供することにより、制度の導入促進

を図るものであります。

②の微生物データベースの構築と活用につき

ましては、本県におきましては、これまでにも、

こうじ菌や乳酸菌などの微生物を活用した加工

食品があるわけでありますが、食品加工センタ

ーに高性能の分析機器を導入しまして分析体制

を強化し、食品に活用可能な微生物のデータベ

ースを構築することにより、さらに県内企業に

よる新規食品の開発を促進するものであります。

このように、機能性表示食品制度の導入や機

能性食品の開発に係る基盤の強化が図られるこ

とにより、健康志向の新商品の開発、ひいては

原料となる農産物の生産拡大などフードビジネ

スの振興に寄与するものと考えております。

次に、９ページをお開きください。

新規事業「メディカルバレー国際競争力ＵＰ
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中小企業リーディングモデル事業」であります。

東九州メディカルバレー構想のもと、産学官

連携による研究開発が進んでいる中、国際競争

力のある製品開発を支援し、海外マーケットを

ターゲットにしたリーディングモデルを構築す

ることにより、県内企業の取り組みを加速化さ

せるものであります。

予算額は8,294万9,000円で、事業内容は２の

（３）にありますが、①の海外市場化戦略事業

につきましては、県内大学との医工連携により、

機器開発に取り組む県内企業を対象に、海外市

場を念頭に置いた対応を行うための市場調査や

機器の改良を支援するとともに、医療機器の開

発・改良に必要な安全性評価を行うための機器

を工業技術センターに整備するものです。

②の国際開発実証評価支援事業では、県内大

学と海外の医療関連大学が連携して行う製品改

良や臨床現場での実証試験等の取り組みを支援

します。

③のメディカルバレーエクスペリエンス支援

事業につきましては、海外の展示会への出展や、

現地の販売代理店とのマッチング等の取り組み

を支援するとともに、④の医療産業振興加速化

ＰＲ支援事業では、リーディング企業や本構想

の取り組みについて、海外に向けたＰＲを行う

ため、ホームページなどの情報発信力を強化し

てまいります。

次に、10ページをごらんください。

新規事業「九州連携医療機器産業拠点形成事

業」であります。

医療機器の市場参入に向けた取り組みを加速

化させるため、医療現場など市場ニーズとのマッ

チングを支援し、売れる商品の開発や市場参入

を促進するものであります。

予算額は96万2,000円で、事業内容は２の（３）

にありますとおり、本県と福岡県、大分県が合

同で医療現場でのニーズ探索交流会、いわゆる

マッチング会を開催し、県内ものづくり企業と

首都圏の医療機器製造販売企業とのマッチング

機会を創出し、医療現場や市場のニーズに即し

た機器開発を行うことにより、市場化の促進を

図るものであります。

産業振興課は、以上であります。

○久松労働政策課長 それでは、労働政策課の

２月補正予算について御説明いたします。

平成27年度２月補正歳出予算説明資料の労働

政策課のインデックスのところ、233ページをお

開きください。

今回の補正は、1,602万8,000円の減額補正で、

補正後の予算額は、21億3,981万6,000円となり

ます。

それでは、主な事項について御説明いたしま

す。

235ページをごらんください。

（事項）高年齢者雇用促進費1,863万7,000円

の増額であります。主なものとしましては、説

明欄３の「70歳現役」就業応援事業、これは新

規事業でありまして、後ほど委員会資料で御説

明いたします。

次に、（事項）若年者就労支援推進費3,522

万5,000円の増額であります。これも新規事業で

ございまして、後ほど常任委員会資料で御説明

をいたします。

次の236ページをお開きください。

（事項）地域雇用対策強化費5,628万2,000円

の増額であります。これにつきましても新規事

業でございますので、後ほど御説明をさせてい

ただきます。

次に、（事項）地域緊急雇用創出事業臨時特例

基金事業費１億4,438万6,000円の減額でありま
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すが、これにつきましては、説明欄１の市町村

補助事業や３の地域人づくり事業におきまして、

求人計画どおりに求職者が集まらなかったこと

などによる執行残でございます。

（事項）宮崎県緊急雇用創出事業臨時特例基

金償還金１億654万9,000円の増額でありまして、

これは、平成26年度に終了しました基金事業の

執行残を国へ返還することによる補正でござい

ます。

237ページ、（事項）働きやすい職場環境づく

り整備事業費2,028万7,000円の増額でございま

す。これにつきまして、３の新規事業でありま

して、後ほど委員会資料で御説明いたします。

次の238ページをお開きください。

（事項）職業能力開発対策費2,336万8,000円

の減額でありますが、説明欄３の宮崎成長産業

人材育成事業における国庫補助決定等に伴う減

額でございます。

次に、（事項）県立産業技術専門校費8,345

万7,000円の減額であります。

下の説明欄をごらんください。まず、１の管

理運営費につきましては、光熱水費の節減や施

設の保安委託料等の入札残などによるものであ

ります。

次の２の訓練実習費につきましては、外部講

師の報酬とか訓練実習に係る材料購入経費の執

行残などによるものでございます。

また、３の委託訓練に関する経費につきまし

ては、離職者の再就職に向けた各種の職業訓練

を実施しておりますが、対象者が見込みを下回っ

たことなどによる減額でございます。

それでは、常任委員会資料の11ページをお開

きください。新規事業につきまして、御説明を

させていただきます。

まず、「70歳現役」就業応援事業であります。

この事業は、人手不足や現役世代を支える分

野での高年齢者の就業を促進することで、高年

齢者の生活の安定や企業の人手不足の解消など

を目的とするものでございます。

２の事業概要でありますが、予算額は1,866

万5,000円をお願いしております。

（３）の事業内容であります。①のシニア専

門人材バンクシステム構築事業では、長年培っ

た知識・技術等を持ち、就業を希望する高年齢

者とそうした人材を求める企業を登録するシス

テムを構築しまして、マッチングを支援するこ

ととしております。

②の「70歳現役」就業応援センター（仮称）

整備事業では、就業開拓コーディネーターを配

置しまして、高年齢者を対象とした求人情報の

収集や人材の開拓、就職面談会を実施すること

などによりまして、高年齢者の就業を支援する

こととしております。

次に、12ページの若年者職場定着・県内就職

促進キャリア教育連携事業であります。

この事業では、これまで以上に、高校、大学

と企業の接点をふやすとともに、中小企業に対

する支援を強化することによりまして、若年者

の人材の確保・育成を図ることを目的としてい

ます。

２の事業概要でありますが、予算額は3,607万

円をお願いしております。

（３）の事業内容でありますが、①の若年者

職場定着支援窓口整備事業では、県内中小企業

に対しまして、採用力の強化や若手社員の定着

に向けたアドバイス等のサポートを行う窓口を

整備することとしております。

②の県内就職促進キャリア教育連携事業であ

りますが、県内大学や専門学校、企業・団体が

一堂に会し、高校１年生やその保護者等を対象
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に、県内でのさまざまな進路の選択肢を紹介す

る交流フェアを開催するほか、（イ）にあります

ように、高校生や保護者向けの就職ハンドブッ

クを作成し、就職に関する情報をわかりやすく

提供することとしております。

③の県内就職促進インターンシップ相談窓口

整備事業でありますが、インターンシップやキャ

リア教育に協力する企業の情報を集約しますと

ともに、インターンシップ受け入れ企業と希望

学生をウエブ上でマッチングするシステムを構

築することとしております。

また、外国人留学生等の県内企業への就職を

推進するため、九州各県共同で設立します協議

会と連携をいたしまして、就職相談等を行うこ

ととしております。

13ページをごらんください。

「みやざきＵＩＪターン就職推進事業」であ

ります。

この事業は、本県の雇用情報の発信強化や県

外における相談体制の整備を行い、ＵＩＪター

ン就職の促進を図ることを目的としております。

２の事業概要でありますが、予算額は5,458万

円をお願いしております。

（３）の事業内容でありますが、①にありま

すように、今年度から東京と宮崎に設置してい

る宮崎ひなた暮らしＵＩＪターンセンターで生

活と仕事の一体的な相談対応や県内企業との交

流イベントの開催等を実施することとしており

ます。

②のＵＩＪターン就職情報発信事業では、県

外大学等へ進学した学生の保護者に対する本県

の就職情報の提供や宮崎における生活情報を提

供するガイドブックを作成するなど、生活と仕

事の一体的な情報発信を行うこととしておりま

す。

また、③の九州・山口連携ＵＩＪターン就職

応援フェア開催事業では、九州・山口各県が一

体となりまして、首都圏に進学した学生等を対

象に地元企業との就職マッチングイベントを開

催しまして、また、インターンシップ事業を共

同で開催するなど、首都圏からの若者の人材の

還流を促進することとしております。

次に、14ページでございますが、「みやざき総

合就業支援センター（仮称）整備事業」でござ

います。

この事業は、若者、女性、高年齢者など多様

な求職者の相談窓口や企業からの相談にワンス

トップで対応する相談窓口を整備しまして、ハ

ローワークと連携した支援体制の構築を目的と

しております。

２の事業概要でありますが、予算額は350

万7,000円をお願いしております。

（３）の事業内容でありますが、現在、ＫＩ

ＴＥＮビルに開設をしております「みやざきＪ

ＯＢパーク＋」の機能を拡張いたしまして、求

職者や企業からの相談に総合的に対応できる新

たなワンストップ窓口として、みやざき総合就

業支援センターを平成29年３月を目途に整備す

ることとしております。

15ページをごらんください。

「みやざき「働き方改革」加速化事業」であ

ります。

この事業は、働き方改革を通じまして、仕事

と家庭の両立支援の積極的な取り組みを推進す

るなど、働きやすい職場環境づくりの促進を目

的としております。

２の事業概要でありますが、予算額は2,052万

円をお願いしております。

（３）の事業内容でありますが、①のみやざ

き「働き方改革」啓発事業では、いわゆる仕事
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と育児の両立に積極的に取り組む「イクメン」

や、部下の育児に理解のある上司であります「イ

クボス」をテーマにしたセミナーの開催などを

通じて、県内企業等に広く周知をすることとし

ております。

また、②の仕事と家庭の両立応援宣言事業所

登録強化・推進事業では、関連施策を推進する

関係課と連携した啓発や事業所の登録強化を図

ることとしております。

③の「働き方改革」企業応援事業では、事業

所からの相談等に対応しまして、社会保険労務

士を派遣して、就業規則等の改正など企業の取

り組みを支援することとしております。

④の九州・山口連携ワークライフバランス推

進事業では、九州各県が連携しまして、広報用

のコンテンツを共同で作成しまして、10月の推

進月間に放送するなど、県民の機運の醸成を図

ることとしております。

説明は以上であります。

○日高企業立地課長 続きまして、企業立地課

の補正予算について御説明をいたします。

平成27年度２月補正歳出予算説明資料の企業

立地課のインデックスのところ、241ページをお

願いいたします。

今回の補正額は、６億2,849万7,000円の減額

であります。補正後の額は、５億8,285万1,000

円となります。

主な事項について御説明をいたします。

243ページをお願いいたします。

（事項）企業立地基盤整備等対策費923万8,000

円の減額といたしております。これにつきまし

ては、主なものは、説明欄の２のみやざき地域

振興工業団地整備促進事業でありますが、これ

は、工業団地を整備する市町村への補助事業で、

今年度は都城市が実施します適地調査あるいは

基本計画等の調査事業に助成を行うこととして

おりますが、市の事業費に合わせまして減額を

するものであります。

次に、（事項）企業誘致活動等対策費1,169

万4,000円の増額であります。これは主に、国の

補正予算に伴いまして、説明欄５の新規事業「「宮

崎に投資」企業立地プロモーション事業」をお

願いするものでありますが、内容につきまして

は、後ほど常任委員会資料で御説明をいたしま

す。

次に、244ページをお開きください。

（事項）立地企業フォローアップ等対策費６

億3,440万円の減額であります。

説明欄の１の新規事業「宮崎で働こう！ＵＩ

Ｊターン交流イベント開催事業」につきまして

は、後ほど常任委員会資料で御説明をいたしま

す。

説明欄の２の企業立地促進補助金について、

今回、６億4,066万4,000円の減額補正をお願い

しておりますが、そのうち５億円は、国富町の

ソーラーフロンティア社への交付を見込んでい

たものであります。

ソーラーフロンティア社は、補助金の交付要

件であります雇用人数、投資額ともに非常に大

きいため、本県の補助制度上、大規模案件とい

う区分に該当し、最大50億円の補助金の対象と

なっております。

平成23年度に１回目の申請があり、その時点

での雇用人数、投資額を審査した結果、30億円

を既に交付をいたしております。さらに交付要

件を満たした場合には５億円ずつ、４年間で合

計20億円を交付することといたしております。

今年度も５億円を予算化をしておりましたけ

れども、今年度中には交付要件を満たさなかっ

たため、会社としても申請を見送り、減額とす
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るものであります。

そのほか、今年度に交付申請を予定していた

企業でも、雇用者数の増を見越して、来年度以

降に申請を先延ばしにしたり、実際の申請額が、

当初予算策定時の調査による見込み額を下回る

企業などがありましたため、今回あわせての減

額補正をお願いするものであります。

続きまして、新規事業について常任委員会資

料で御説明をさせていただきます。

委員会資料の16ページをお願いいたします。

新規事業「「宮崎に投資」企業立地プロモーショ

ン事業」であります。

この事業は、本県が他県との競争において優

位性を保てるフードビジネス関連産業などの企

業を対象として、首都圏において企業立地セミ

ナーを開催するものであります。

企業立地セミナーの実施に際しましては、ジェ

トロ宮崎貿易情報センターが本県に開設された

ことも好機といたしまして、外資系企業にもタ

ーゲットを広げてまいることとし、英語などの

多言語に対応したパンフレットやホームページ

などもこの事業であわせて整備していくことと

いたしております。

開催場所などの具体的な内容につきましては、

今後十分検討してまいることといたしておりま

すけれども、この事業を通じまして、本県への

企業立地の一層の促進が期待できるものと考え

ております。

予算額は1,551万円でございます。

次に、17ページをお願いいたします。

新規事業「宮崎で働こう！ＵＩＪターン交流

イベント開催事業」であります。

この事業は、本県におきましても、人材確保

という点が、新たな企業立地の際の大きな企業

ニーズになりつつありますことから、立地企業

等とＵＩＪターンに関心を持つ人材との交流イ

ベントを東京や福岡で開催し、本県に立地する

魅力的な企業あるいは県内における企業の集積

状況、こういったものを広く認識してもらうこ

とで、都会からのＵＩＪターンの促進を図るも

のであります。

この事業を通じて、県内の立地企業等におけ

る人材を確保し、さらなる企業立地活動の展開

を図ってまいりたいと考えております。

予算額は626万4,000円であります。

最後に、地方創生加速化交付金事業以外の繰

越事業が１件ありますので、御説明させていた

だきます。

常任委員会資料の１ページをお願いいたしま

す。

繰越明許費追加の表がありますけれども、ペ

ージの下から３分の１ほどの欄にみやざき地域

振興工業団地整備促進事業で400万円の繰り越し

をお願いをいたしております。これは、先ほど

補正の内容で御説明いたしました工業団地整備

のための調査事業を実施する都城市への補助金

ですが、市の事業が来年度に繰り越されること

から、こちらの補助金も繰り越しをお願いする

ものであります。

企業立地課の説明は、以上であります。

○福嶋観光推進課長 観光推進課の２月補正予

算について、御説明いたします。

平成27年度２月補正歳出予算説明資料のイン

デックスで観光推進課のところ、245ページをお

開きください。

観光推進課の歳出予算の補正は一般会計のみ

で、7,394万6,000円の増額補正をお願いしてお

ります。補正後の額は、一般会計、特別会計を

合わせまして13億143万2,000円となります。

それでは、主な事項について御説明いたしま
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す。247ページをお開きください。

（事項）観光振興費1,174万7,000円の増額で

あります。これは主に、国の補正予算に伴い、

説明欄４の新規事業「ＭＩＹＡＺＡＫＩ ＦＲ

ＥＥ Ｗｉ―Ｆｉ推進・活用事業」の補正をお

願いするものでありますが、内容については、

後ほど常任委員会資料で御説明いたします。

このほか同様に、国の補正予算に伴うものが、

（事項）国内観光宣伝事業費の説明欄３の新規

事業「世界農業遺産を生かした観光推進事業」、

次の（事項）国際観光宣伝事業費の説明欄２の

新規事業「インバウンド等広域連携誘客促進事

業」及び３の新規事業「インバウンド地域連携

誘客促進事業」、次の249ページの（事項）記紀

編さん記念事業費の説明欄１の新規事業「「神話

の源流～はじまりの物語」地域連携推進事業」、

その下の（事項）スポーツランドみやざき推進

事業費の説明欄４の新規事業「「スポーツランド

みやざき」地域連携推進事業」であり、これら

６つの新規事業については、まとめて、後ほど

常任委員会資料で御説明をさせていただきます。

248ページにお戻りください。

（事項）観光・ＭＩＣＥ誘致促進事業費2,370

万4,000円の減額でありますが、これは主に、説

明欄２のＭＩＣＥ誘致総合対策事業について、

ＭＩＣＥ開催支援に係る補助金の実績の見込み

減により減額するものであります。

それでは、国の補正予算に伴う新規事業につ

いて御説明をいたします。

常任委員会資料の18ページをお開きください。

新規事業「ＭＩＹＡＺＡＫＩ ＦＲＥＥ Ｗ

ｉ―Ｆｉ推進・活用事業」であります。

まず、１の事業の目的・背景ですが、今年度、

県では、県内全域を対象とし、市町村等と共同

利用できるＷｉ―Ｆｉの統一基盤である「ＭＩ

ＹＡＺＡＫＩ ＦＲＥＥ Ｗｉ―Ｆｉ」を整備

したところであり、この基盤を活用し、Ｗｉ―

Ｆｉ利用者のデータ分析等を行うものでありま

す。

次に、２の事業の概要であります。（１）の予

算額は、1,500万円をお願いしております。

（３）の事業内容は、①のとおり、利用者の

属性等を継続的に分析するほか、②のとおり、

アンケート等による顧客情報の収集、嗜好分析

を継続的に実施できる仕組みを構築します。ま

た、③のとおり、Ｗｉ―Ｆｉの利用促進のため、

多言語マップ等の作成やＰＲキャンペーンを行

う予定であります。

19ページをお開きください。

新規事業「世界農業遺産を生かした観光推進

事業」であります。

まず、１の事業の目的・背景ですが、今回の

高千穂郷・椎葉山地域の世界農業遺産登録は、

当該地域の観光振興を図る上で絶好の機会であ

り、関係町村において、今後、観光資源の掘り

起こしなど、地域が主体となった観光施策に取

り組む予定であることから、その環境づくりを

後押ししていきたいと考えております。

２の事業の概要であります。まず、（１）の予

算額は1,000万円をお願いしております。

（３）の事業概要は、①のとおり、旅行会社

の企画担当者等による現地調査やモニター調査

のほか、留学生等を活用した現地調査を行いま

す。また、②のとおり、地域の魅力を説明でき

る人財の育成を支援するため、その核となる観

光人財の育成に向けた専門的な講習会を行いま

す。

次のページをごらんください。

新規事業「インバウンド等広域連携誘客促進

事業」であります。
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まず、１の事業の目的・背景であります。南

九州及び東九州の隣県自治体等が広域的に連携

し、集中的にプロモーションを展開することで、

インバウンド需要等を取り込み、さらなる誘客

促進等を図るものであります。

次に、２の事業の概要であります。（１）の予

算額としては、2,850万円をお願いしております。

（３）の事業内容は、①のとおり、鹿児島県

と連携し、香港市場での認知度向上、誘客促進

事業や国内航空会社や旅行会社等と連携した、

羽田空港、成田空港、関西空港からのインバウ

ンド誘客促進事業を実施するほか、大手航空会

社やＬＣＣとの共同プロモーション等を行いま

す。また、②のとおり、大分県と連携し、台湾

市場をターゲットに大手クレジットカード会社

や地元金融機関等と連携したモデルツアーを実

施するとともに、テレビ局と連携したプロモー

ションや両県共通のクーポンブックの作成を行

います。

21ページをお開きください。

新規事業「インバウンド地域連携誘客促進事

業」であります。

まず、１の事業の目的・背景ですが、東九州

道北九州―宮崎間の開通や国際定期便の３路線

化等を踏まえ、市町村や民間事業者と連携し、

主要なターゲット市場において集中的にプロモ

ーション等を展開し、さらなる誘客促進等を図

るものであります。

次に、２の事業の概要であります。まず、（１）

の予算額は3,400万円をお願いしております。

（３）の事業内容は、①から④の韓国、台湾、

中国、タイの各市場においては、記載しており

ます各市町と連携し、認知度向上を図るため、

プロモーション事業等を行います。また、⑤の

とおり、日南市、日向市と連携し、クルーズコ

ンベンション等への出展による認知度向上やメ

ディアを活用したプロモーションを行うほか、

⑥のとおり、ＬＣＣと連携した誘客対策として、

航空会社や県内民間事業者と連携し、個人旅行

者向けのプロモーションを行います。

次のページをごらんください。新規事業「「神

話の源流～はじまりの物語」地域連携推進事業」

であります。

まず、１の事業の目的・背景ですが、これま

で県では、神話をテーマとする新たな観光の構

築に向け、神話素材・観光素材の洗い直しやタ

ーゲットの設定などについて協議を進めてきて

おり、次のステップに向けて、訴求対象に効果

的に届く情報発信などに取り組み、誘客促進に

つなげるものであります。

次に、２の事業の概要であります。（１）の予

算額は3,710万6,000円をお願いしております。

（３）の事業内容は、まず①のとおり、神話

などに関心を持つ層に響く素材の組み立てを行

うとともに、訴求対象を絞った情報発信の方法

として、神楽公演や映像などによる多様な切り

口でのプロモーション展開を行います。また、

②のとおり、個人旅行者向けにインターネット

の宿泊予約サイトを効果的に活用するほか、神

楽や神話等をテーマとした着地型旅行の環境整

備と仕組みづくりを行います。

23ページをお開きください。

新規事業「「スポーツランドみやざき」地域連

携推進事業」であります。

まず、１の事業の目的・背景であります。本

県では、多数のスポーツ合宿が行われ、県外か

らの入込客数の確保につながっていること等を

踏まえ、スポーツを取り巻く本県の強みを磨き

上げ、本県観光のさらなる活性化等を図るもの

であります。
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２の事業の概要であります。（１）の予算額

は3,300万円をお願いしております。

（３）の事業内容は、①のとおり、アスリー

トフードメニューの充実や栄養学に基づいたメ

ニューで構成されているアスリート弁当を県内

各地で購入できる体制の構築を進めるほか、②

のとおり、スポーツトレーナーズバンクを設立

し、現在、理学療法士個人が行っている活動を

オール宮崎で対応できる体制を整備することと

しております。また、③のとおり、市町村と連

携し、大規模国際スポーツ大会等の開催誘致や

サーフィン大会誘致に向けた環境整備を進める

ほか、県内キャンプ地やサーフスポットでのス

タンプラリー等を行います。

一般会計歳出予算の説明は、以上であります。

次に、特別会計の補正について御説明いたし

ます。

平成28年２月定例県議会提出議案（平成27年

度補正分）の31ページをお開きください。

議案第52号「平成27年度宮崎県えびの高原ス

ポーツレクリエーション施設特別会計補正予算

（第１号）」につきまして御説明いたします。

32ページをお開きください。

今回の補正につきましては、歳出予算の補正

はございませんが、歳入予算について、前年度

からの繰越金32万1,000円が生じたことにより、

これを計上するとともに、一般会計からの繰入

金につきまして、これと同額を減額するもので

あります。

33ページをごらんください。

議案第53号「平成27年度宮崎県営国民宿舎特

別会計補正予算（第１号）」であります。

34ページをお開きください。

この補正予算につきましても、歳出予算の補

正はございませんが、歳入予算につきまして、

財産運用収入の２万3,000円の増額、前年度から

の繰越金58万5,000円が生じたことに伴い、これ

を計上するとともに、一般会計からの繰入金に

つきまして、その合計額の60万8,000円を減額す

るものであります。

観光推進課の説明は、以上であります。

○酒匂オールみやざき営業課長 オールみやざ

き営業課の平成27年度２月補正予算について御

説明いたします。

平成27年度２月補正歳出予算説明資料、オー

ルみやざき営業課のインデックスのところ、251

ページをお開きください。

オールみやざき営業課の補正額は9, 0 2 4

万4,000円の増額で、補正後の額は、６億7,083

万1,000円となります。

補正予算の主な事項について御説明いたしま

す。

253ページをお開きください。

まず、（事項）国際交流推進事業費923万6,000

円の減額であります。これは主に、説明欄６の

「アンニョンハセヨ！少年少女国際交流事業」

について、韓国と宮崎の小中高校生がお互い訪

問し、交流を行うものでございますけれども、

韓国でのマーズ（中東呼吸器症候群）発生に伴

いまして、事業を中止したことにより減額する

ものでございます。

また、説明欄７の新規事業「九州グローバル

人材活用促進事業」につきましては、国の補正

予算に伴うものであり、後ほど常任委員会資料

で御説明いたします。

254ページをごらんください。

（事項）貿易促進費2,304万3,000円の増額で

あります。これは主に、説明欄３の新規事業「食

の輸出拡大に向けた流通ネットワーク構築事業」

によるものでございます。こちらも、国の補正
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予算に伴うものでございまして、後ほど常任委

員会資料で御説明いたします。

次に、（事項）県産品販路拡大推進事業費2,658

万8,000円の増額でございます。説明欄２の「ふ

るさと宮崎応援寄附金」振興事業につきまして、

寄附額の増加に伴う返礼品等経費の増によるも

のであります。

また、説明欄３の新規事業「焼酎産業成長加

速化事業」につきましては、こちらも、国の補

正予算に伴うものでございまして、後ほど常任

委員会資料で御説明いたします。

それでは、常任委員会資料の24ページをお開

きください。

新規事業「九州グローバル人材活用促進事業」

であります。

これは、事業の目的にありますように、九州

各県と共同で留学生就活サポート協議会を設立

し、留学生の就活をサポートすることで、留学

生の宮崎を初めとした九州への就職促進を図る

ものでございます。

具体的には、２の事業概要（１）にあります

とおり、当県の負担額は、予算額として50万円

でございます。

その内容は、（３）のとおり、留学生就活サポ

ート協議会の運営や留学生と企業のマッチング

を行うウエブサイトの構築と運営、スマートフォ

ンでの利用が可能となるようなアプリの開発な

どの事業を行うための必要な経費の一部を負担

するものでございます。

本事業によりまして、外国人留学生の県内へ

の就職が促進されまして、本県経済・産業の国

際化や活性化が図られるものと考えております。

次に、25ページをお開きください。

新規事業「食の輸出拡大に向けた流通ネット

ワーク構築事業」でございます。

本県の農産物・食品の輸出に向けて取り組む

ものでございますが、事業概要は、２の（１）

にありますとおり、予算額は2,700万円でござい

ます。

その内容は、（３）の①のとおり、県内生産品

の海外での販路開拓や輸出有望商品の発掘等を

輸出ノウハウを持つ県内事業者に委託し実施す

ることで、本県における食品輸出のリード役と

なる地域商社の育成を行うものであります。ま

た、②のとおり、県内企業の営業力強化を図る

ため、県内企業が行う販路開拓活動の経費の一

部支援や商談メールなどの翻訳作業のサポート

を行うデスクの設置、海外バイヤー向けのホー

ムページなどの開設を行います。

このことによりまして、３の事業効果にあり

ますとおり、県内生産品の輸出促進及び本県経

済の活性化が図られるものと考えております。

次に、26ページをごらんください。

新規事業「焼酎産業成長加速化事業」であり

ます。

これは、１の事業の目的・背景にありますと

おり、出荷量日本一の達成を契機に、酒造メー

カーの商品力強化や人材育成、販路開拓や消費

拡大等の一貫した振興対策に、市町村や関係団

体と連携して取り組み、焼酎産業のさらなる成

長を図るものでございます。

事業概要は、２の（１）にありますとおり、

予算額は2,750万円であります。

内容は、（３）のとおり、①の商品力強化等の

ため、商品開発等の補助や研修会の開催、②の

販路開拓対策として、バイヤー招聘、商談会の

実施、③の消費拡大対策として、食や特産品等

と一体となったＰＲイベント・フェアの実施や

焼酎蔵めぐりといった旅行商品の造成などに取

り組むこととしております。
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オールみやざき営業課の説明は、以上であり

ます。

○天辰地域雇用対策室長 地域雇用対策室でご

ざいます。

委員会資料の28ページをお開きいただきたい

と思います。

議案第73号「宮崎県緊急雇用創出事業臨時特

例基金条例の一部を改正する条例」につきまし

て御説明いたします。

まず、１の改正の理由でございますけれども、

先ほど補正予算の説明にありましたとおり、国

からの通知に基づきまして、当該基金を返還金

として処分するため、所要の改正を行うもので

あります。

次に、２の改正の概要でありますけれども、

附則第３項におきまして、「基金は、平成26年度

に限りその一部を処分することができる」とし

ておりましたけれども、この26年度を27年度に

改めるものであります。

３にありますとおり、施行期日は公布の日と

しております。

説明は以上であります。

○二見委員長 執行部の説明が終了しました。

質疑はありませんか。

○松村委員 11ページの「70歳現役」就業応援

事業ということに関して、ちょっとお聞きした

いんですけれども、これは1,866万、主に就業開

拓コーディネーターの人件費等に充てられる事

業ですか。

○久松労働政策課長 事業の内訳を申しますと、

①のバンク事業が416万5,000円、②の応援セン

ターの整備事業1,450万円が主に就業コーディネ

ーターの３名の人件費ということとなります。

○松村委員 シルバー人材センターに配置する

ということですけれど、これまで持ってたシル

バー人材センターに登録された人材の中で、そ

の中のキャリアをより細かくして、そしてその

キャリアを情報として集約していくということ

になるわけですね。

○久松労働政策課長 １と２で分けております

のは、これまでですとシルバー人材センターは

安・近・短といいますか、就業できる時間が限

られておりまして、剪定とか非常に短い期間で

できる業務だけだったんですけれども、①で今

非常に企業で培った技能とか技術を持った方が

かなりふえてきて、ＵＩＪターンをしておりま

す。そういった層を狙った人材バンクを１つつ

くるというのが、一つ目的でございます。あと、

その70歳の就業支援センターにつきましては、

従来、企業等で高齢者がふえておりますけれど

も、企業に高齢者でも任せられる業務がやっぱ

りございますので、そういったものを開拓して、

高齢者が働ける職場の拡大を図りたいといった

ようなことで考えております。

○松村委員 事業内容からいったら、これはシ

ルバー人材センターが派遣する、紹介だけです

か。それとも、派遣して、そこの派遣料とかを

取って、シルバー人材センターの運営費に上がっ

ていくことになるんですか。

○久松労働政策課長 形態として、シルバー人

材センターからの派遣それから請負という事業

もできますし、その枠を離れて、実際に会社と

個人で就業契約を結んでという形態も考えてお

ります。

○松村委員 非常にフリーな雇用関係が結ばれ

るという形になるわけですね。シルバー人材セ

ンターもいわゆる仕事をつくり出すというか、65

歳以上が多いんでしょうけれど、そういう意味

でも、新たなシルバー人材センターの仕事づく

りにもなってくるんで、ちょっとおもしろいか



- 19 -

平成28年３月３日(木)

なとは思いました。

○久松労働政策課長 これから労働市場が非常

に縮まってくるという状況にございます。その

中でやはり高齢者を活用しないと、今後、労働

市場の労働者の確保というのは非常に難しいと

いう意味もございまして、高齢者の活用といっ

た点でこういった仕組みを入れることで活躍の

場を広げたいと思っております。

○二見委員長 関連質問はありませんか。

○野﨑委員 先ほど請負もと言われましたけれ

ど、例えば工場のあるラインをシルバー人材で

請け負うという請負ですよね、そういう考えで

いいんですよね。派遣じゃなくて、請負という

のは。

○久松労働政策課長 請負の場合は会社からの

発注で、特定の事業についての完成を目的とし

て請け負うという形もございますし、先ほど委

員がおっしゃられました、工場からの要請があっ

て、それで派遣をしてもらいたいということに

対しての対応もできるということになっており

ます。

○野﨑委員 そのときは、個人１人が幾らとい

うんじゃなくて、請負の単価ですよね。請負で

すから、その部分を例えば月何百万でやってく

れとかということになりますよね、そういう考

えでいいですね。

○久松労働政策課長 そのとおりでございまし

て、ただ、最低賃金等との関係もございますの

で、その賃金水準についてはお願いベースでご

ざいますけれど、最低賃金が確保できるように

ということでお願いをしております。

○野﨑委員 たまたま、今回、一般質問で高齢

者の貧困の一般質問をしたんですけれど、非常

に深刻な問題でありつつ、また、先ほど雇用の

話がありましたけれど、そういう面もあるので、

これ非常に興味のある事業で頑張っていただき

たいなと思っております。

○二見委員長 関連した質問ありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○二見委員長 なければ、ほかの項目について

の質問をお願いします。

○松村委員 皆さん、たくさんあるでしょうか

ら、１問だけ。16ページの企業立地に関しての

プロモーションですけれど、フードビジネス関

連産業等と書いてあるからフードビジネスだけ

じゃないわけでしょうから、全般なのかなと思

いますけれども、フードビジネスに絞ってとい

うことでしょうけれど。これは中央の大きな企

業さんたちを相手にするんでしょうけれど、外

資系とかありますよね。これまでも、東京事務

所等で営業しながら、そういうのはやってたん

じゃないかと思うんですけれど、立地企業に宮

崎に来てほしいということで、当然やられてた

と思うんですよね。新たにこのフードビジネス

関連企業へセミナーを開催していろいろ情報発

信するわけですけれども、これまでの何か積み

重ねというのがあって、これはやられるんです

よね。

○日高企業立地課長 企業立地セミナーについ

ては、例えば今年度、東京、大阪、福岡、名古

屋等で４回にわたって実施をしております。

今年度におきましては、特段、業種を絞った

募集等をいたしませんで、製造業からいわゆる

ＩＴサービス業、場合によっては金融機関とか

コンサルティングの会社とか、そういう企業立

地にまつわるような会社、ウエルカムでオープ

ンで募集をして来ていただいて、まずはとにか

く宮崎を知ってもらうというようなところから

始めて、おいでになったところについては、宮

崎のほうに御招待をしたりとか、さらに県外事
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務所等がフォローアップで回ったりとか、そう

いうやり方でセミナーを生かしておるところで

あります。

来年度、改めてこういう形で実施するに当た

りましては、ある程度、宮崎が強みを持てるよ

うな業種について、ターゲットをある程度絞っ

て行っていきたいということが、まず一つあり

ます。フードビジネスも筆頭になりますけれど

も、近年、宮崎に集積が進んでおりますＩＴサ

ービス業ですとか、そういったものについても

幅広く対象にしていきたいと思っておるところ

であります。

今回につきましては、今までは、ぜひおいで

くださいということで、公開募集みたいなこと

で、興味のあるところの掘り起こしというとこ

ろで集まってきていただいておりましたけれど

も、まず来年度につきましては、いわゆるリサ

ーチの会社などが、いろんな企業に対する調査

を行っておりますので、例えば今、地方進出に

関心を持っている、地方進出の意思がある、そ

ういう会社をあらかじめリサーチして、そうい

うところに具体的なアプローチをして、ぜひお

いでくださいという形で、見込みがありそうな

ところをより掘り起こしして絞り込んで、そう

いう方たちをお招きしてのセミナーということ

で開催していきたいと思っておるところです。

また、いわゆる外資系につきましては、近年、

国の政策の後押しもありまして、海外からの日

本国内への投資、こういったものがふえている

という実情もありますから、そういう海外企業

が日本に目を向けているというところ、そこに

見込み客もたくさんいるであろうと、そういう

考えのもとに、ジェトロとも連携をして声をか

けていきたいという考えで企画したものであり

ます。

○松村委員 特に宮崎は食品関係がこれから一

番期待されるんじゃないかと思うんで、このフ

ードビジネスで的を絞ってというのは、本当に

効果が出るんじゃないかと、楽しみにしたいな

と思ってます。

外資系に関しては、既に何か狙ってるとこが

あるのかなと思ったんで、これから聞いていこ

うと思ったんですけれど、今からそういうとこ

ろを調査するということでよろしいですね。

○日高企業立地課長 外資系については、特に

具体的なところがあるということではなく、こ

れからそういうところに働きかけをしていきた

いということであります。

○松村委員 ここは一番期待してますんで、よ

ろしくお願いします。

○二見委員長 関連質問はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○二見委員長 なければ、ほかの項目について

の質問をお願いします。

○横田委員 19ページの世界農業遺産を生かし

た観光推進事業についてですけれど、世界農業

遺産に登録していただいたということで、大変

うれしく思うんですけれど、今後はそれをどう

やっていろんな観光なりに結びつけていくかが

一番大事だと思うんですけれど。

ここに世界農業遺産を切り口とした旅行商品

の造成を図ると書いてありますけれど、いろい

ろ考えるんだけれど、なかなか浮かんでこない

んですよね。どういうのが人を呼ぶような観光

資源になるんだろうかと。何か具体的に考えて

おられるものがあったら、教えていただきたい

んですけれど。

○福嶋観光推進課長 この19ページにも例示と

いう形で（３）の①の（ア）の２つ目のぽつの

ところに上げさせていただいているんですけれ
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ども、例えば焼畑農業、これを焼畑だけですと

一過性になってしまうんですが、草刈りとかそ

れを焼いて、種をまいて、収穫して、それをま

た食すといった一連のツアーに仕立てるとか、

あるいは山腹水路というのも例示で上げており

ますけれども、今は人が足を踏み入れるにはな

かなか険しいところではあるんですが、ここに

は昭和の初期から長年にわたって、その地元の

人が築いてきたというストーリーがありまして、

そういったストーリーとセットでここを整備す

れば、一つの観光地資源となるんじゃないかと

いうものが幾つかありますので、そちらを掘り

起こして、まだちょっと時間はかかるとは思う

んですけれども、そういったところを観光資源

として磨き上げて商品に持っていくということ

を目指したいと考えてます。

○横田委員 私もきのうの一般質問で農業用水

路の話をしたんですけれど、例えば明治とか、

もしかするとその前かもしれませんけれど、す

ごい山の中に隧道を掘って水路をつくってると

か、そういうのも確かにすごいストーリー性が

あっておもしろいとは思うんですけれど、本当

に来てくれるかなという不安も、正直言ってあ

るんですね。

例えば、自然とか、ずっと守られてきた景観

とか、そういうのも農業遺産の一つの要件に入っ

てると思うんですけれど、そこにお客さんを呼

ぶための新たな施設というか、それをつくって

登録を抹消されるとか、そういうことにはなら

ないんですか。

○福嶋観光推進課長 世界農業遺産の価値を伝

えたいという思いがありますので、今の暮らし

ですとか伝統文化、そういったものを見える形

にしていくということなのかなと思っています。

したがいまして、新しい施設をつくるという計

画はなかなか出てこないとは思うんですけれど

も、例えば宿泊施設に関しては、古民家を改修

してというようなことは、町村のほうでも考え

ていらっしゃると思われます。

なかなかそういうとこに人が来てくれるかと

いう懸念があろうかと思うんですけれども、今

回留学生のツアーを入れていますのも、外国人

は日本のそういった伝統的なものに非常に関心

をお持ちだとも伺ってますので、どこの国、ど

ういった方々がそういうところに興味を持って

いただけるのかというのをここで調査したいと

思っていますし、あるいは、例えば近畿日本ツ

ーリストなんかは、クラブツーリズムという、

非常に旅なれた方がもう一般の観光地には飽き

て、こういった非常にある意味マニアックなと

ころに関心を持たれて、少人数で旅行に来られ

るというようなツアーも十分成り立っておりま

すので、そういったところと連携しながら、こ

ういった価値を伝えていきたいと思ってます。

○横田委員 そこに住む人たちも、自分たちが

守りつないできたことを評価していただいて、

各地から旅行に来ていただけるというのはすご

く自信になるし、うれしいことだと思うんです

よね。例えば、大型バスでどっと来るような観

光にはならないと思うんですけれど、しっかり

とその価値をわかってくれる人を探して、少し

でも多くの人に足を踏み込んでいただくといい

なと思いますので、よろしくお願いします。

○原委員 これは補正でやるわけですけれど、

繰り越しですから、内容を見てみると、（ア）が

検証・分析、収集・分析を実施し、講習会を行

うと。そしてそれによって観光地づくりなどに

取り組める基盤が構築されると、こういう目的

になってるんですけれど。これは来年度１年だ

けやって、１年でそういう結論を出すというこ
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とですか。

○福嶋観光推進課長 １年で商品造成とか人材

育成ができるとは考えておりませんで、この加

速化交付金の目的自体が、28年度当初から最低

３年は続くと言われている新型交付金につなげ

るためのつなぎといいますか、それを加速化さ

せるための交付金という位置づけですので、あ

くまでそういう位置づけでこの事業は１年やっ

て、さらにその発展する形は、その新型交付金

以降の地方創生の中でやっていくと考えていま

す。

○原委員 要するに単年度じゃなくて、これ

をまだ継続して、この事業ができるということ

なんですよね。

○福嶋観光推進課長 この事業は観光というこ

となんですけれども、農政のほうでも、やはり

世界農業遺産の基盤づくりということで、組織

体制づくりを主に、あとプロモーション関係を

予算として上げていらっしゃいます。そちらと

両輪でやっていくのと、あとは町村ももちろん、

自分たちの取り組むべきことということで各町

村で交付金を申請してやっておりますので、そ

れらと歩調を合わせながら、息の長い取り組み

にはなると思いますけれども、取り組んでいき

たいと思ってます。

○原委員 だから、そこだったんですけれど。

こういういろんな検証・分析をやるわけですけ

れど、こうすればいいという検証・分析の結果

をいつ出すのかなと。

○福嶋観光推進課長 この交付金で実施する事

業については、この年度でやった事業について

の調査結果はもちろん出すということになりま

す。それを踏まえて、また来年度以降は、それ

をさらに形にしていくということになろうと思

います。

○原委員 観光推進はずっと続けていくとい

うことだろうと思うんですけれど、観光推進は

して、結果的に観光客をいっぱい呼ぶ。そうい

う効果を出すために、どうしていくかという設

計書をつくらないかんわけですよね。だからそ

の設計書はいつできるのかなという、素朴な質

問だったんですけれど。ずっと調査・分析は続

けていかないとと思うんですけれど、ただだら

だらとやるんではなくて、必ず結果を出さない

といけないわけですから、そのための設計書を

いつつくるのかなと。結果は、やってみないと

わからんこともあるんでしょうから、そういう

質問だったんですが。ある程度めどを決めて、

いついつまでにこういう収集・分析を行って、

効果はこういうことが出るよという期待される

効果があって、ということかなと思ったんです

けれど。加速化ですから、どんどん加速化して

やっていただけたらと。

○福嶋観光推進課長 新型交付金のほうで関係

市町との組織づくりというのを恐らく上げてい

くんだろうと思いますけれども、そういったと

ころで、一つは、新型交付金が３年という目安

がありますので、その中でＫＰＩを設定して、

ある程度結果を出していかないといけないとい

うのはありますので、そこで一つの区切りには

なるのかと思います。

○原委員 頑張ってください。

○髙橋委員 本県の観光といいますか、教育旅

行をずっと何年もいろいろ議論されて、なかな

か出口が見えてないというか。世界農業遺産を

生かすということで、いわゆる伝統文化の継承

とかをおっしゃってるし、山腹水路の歴史とか、

いわゆる学ぶという場で、教育旅行を何とか引

きつけられるんじゃないかなと、今いろいろや

りとりを聞きながら思ったもんですから。そう
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いったところを視野に入れられた検討なんかな

されなかったのかなと思いますが、どうでしょ

うか。

○福嶋観光推進課長 直接的にその教育旅行を

ここに持ってこようという話ではないんですけ

れども、例えばガイドを地元の高校生にやって

いただくというのも地元の案としては出たりし

ておりましたし、あるいは農家民泊も非常に多

い地域でありますので、そういったところを活

用すれば、教育旅行ということも不可能ではな

いと思うんですが。とにかく先ほどお話にあり

ましたとおり、大勢で大型バスで来るようなと

ころではありませんので、そういった少人数の

ものであれば、受け入れは可能だと思います。

そういう教育的な価値は非常に大きいところだ

と思ってます。

○髙橋委員 聞こうと思ったんだけれど、農家

民泊もここは活発にやっているということで

しょうから、受け入れる環境は小さいかもしれ

ないけれど、あると私は理解したんですよね。

だから、西諸が修学旅行とか受け入れをやって

ますね。ある意味ここも、やりようによっては

中高生とか。例えば北郷のイチゴ農園が、関東

の大学生なんかを今も受け入れてますけれど、

１週間とか10日とかスパンで農園を体験させな

がら、キャンプ場で自炊させながらやってるん

ですよ。そういうのも、地元大学の留学生とか

いうふうになってるけれど、そこら辺にアプロ

ーチをしていくと─この焼き畑って、今も残っ

てるのは、たしかここだけだということでいい

ですよね。私ちょっと最近見たんですけれど。

そういう、ここだけというのは物すごいインパ

クトがあると思うんですよね。だから、教育旅

行と言ったんだけれど。あと、関東とか都会の

大学生とか、物すごい興味を持たれるんじゃな

いかなと思いますから、その辺をもう少し探っ

ていただくといいかなと思って、申し上げてま

す。

○福嶋観光推進課長 フォレストピアの始まっ

た20年前から森の学校というものもありまして、

実際そういった小学生の少人数の夏休みの学習

の場であったり、あるいは大学生のそういった

研究室の学びの場であったりということも既に

素地がありますので、そういったことをまた広

げていくということは、この地域で可能なんじゃ

ないかと思います。

○二見委員長 ほかに関連した質問はありませ

んか。なければ、私のほうでいいですか。

この世界農業遺産についても質問があったの

で、私も一つお聞きしたいんですけれども、今

回いろんな旅行とか、要するに交流人口をふや

すためのこういう事業に取り組まれるんだと思

うんですが、今までこういう観光事業とかいっ

たときに、特に中国とかアジアとか、あちらの

ほうの方々を対象にしたものというか、そういっ

た環境整備というのは、非常に進めてこられて

るのかなと思うんですけれど。

昨年の秋だったと思うんですが、自民党会派

の部会調査で白川郷、飛騨高山に行ってきたん

ですね。そしたら、今、アメリカとか都会に行っ

ても、とにかく中国系の観光客が非常に多い中

で、あそこだけはヨーロッパ系の人たちが本当

多かったんですよね。ミラノ出展のときにも言

われてたように、向こうは食文化についても、

しっかりとしたこういう知識といいますか、質

を求めるというような文化があるとかいう話も

あった中で、総合的に考えていくと、こういう

世界農業遺産というのも、やはり学術的とかそ

ういった人類の歴史についての考察というもの

を非常に学びたいというヨーロッパの方々のニ
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ーズというものはあるんじゃないかなと感じる

わけなんですが。今回、こういうモニターツア

ーを実施したりとかいうことを企画されるみた

いなんですけれども、そこ辺の対象地域という

ものは、どういったものを考えてらっしゃるの

か。今申し上げたように、そういうヨーロッパ

系とかまで広げていくような事業の予算規模と

か、そういったものがあるのかを含めて、ちょっ

とお考えをお聞かせいただきたいと思います。

○福嶋観光推進課長 今回、留学生を活用した

現地調査というのを入れましたのも、特に欧米

系の方に、こういった文化・伝統的なものは響

くんじゃないかという予想で上げております。

なかなか現地から連れてくるのは費用的に大変

ですので、留学生ということで、県内に宮大を

筆頭に留学生の方が非常に多く見えてまして、

学生だけで250名近く、また国際大の教員なんか

も含めますと、さらに二十数名ということで、

その中には欧米の方もいらっしゃいますので、

そういった方に見ていただいて、そういった可

能性の調査をしたいと思っています。

○原委員 何となくわかったような気がした

んですけれど。今話を聞いてると、手段じゃな

くて、そこに検証とか分析を実施するのが目的

なんだけれどということかな。そこに留学生を

連れていって、調査とか分析とか、いろいろ水

路を見せたりとか焼畑を見せたりとか、分析さ

せることを目的で、今とりあえずそこに外国の

人をいっぱい連れていこうよとか、旅行会社の

人を連れていこうよとか、さっきの言葉とどう

も私とかみ合わないと思ったのは、この事業は

それが目的なんですね。それによって何かの成

果品を出すということじゃなくて。我々から見

たら、手段に見えたんだけれど、手段が目的と

いうことなのかな。どうなのか。ちょっと僕は

かみ合わないなと思ったんだけれど。

○福嶋観光推進課長 この事業は単年度でやる

事業ですので、この中での成果というのはもち

ろん出していかないといけないんですが、例え

ば留学生を連れてきて現地を見せる。そうする

と、例えばアジアの人たちは余り響かないかも

しれないところに欧米の人は非常に関心を持た

れるかもしれない。一体何が彼らの心を動かす

素材なのか。それが水路なのか、焼畑なのか、

また別のものなのかというのを、ある意味探る

というのがここの目的ですし、その上の（ア）

のほうの現地調査というのも、そういったツア

ーを得意としている旅行会社の人に見ていただ

いて、どれが観光資源となり得るのか。まだ原

石の状態ですので、どこを磨けばいいのかとい

うようなことをこの事業を通して見きわめてい

きたいと。それがこの事業の成果にはなると思っ

てます。それは、また翌年度以降の旅行商品を

具体的に造成をしていくとかいう形に結びつい

ていくものだと思ってます。

○原委員 わかりました。最終目的は観光に

生かすために、観光客をいっぱい来させるとい

うのが最終目的ですよね。その前のこの事業の

目的は、そこで一つのそのための方策をつくる

ための目的で、この事業は、そこに外人さんた

ちを連れていって見せて、収集・分析等をする

のが、この事業の目的ということですね。最終

の観光客をふやすという目的からすれば、これ

は手段ということでいいですよね。

○二見委員長 ほかに質問ありませんか。ほか

の項目でも。

○松村委員 ちょっとわからなかったんです

よ。20ページのインバウンド広域連携という中

で、大分県との連携、台湾を市場ターゲットに

ということがあって、これかなり具体的に大手
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クレジットカード会社とか地元金融機関と書い

てあるんですけれど、こういうツアーとか旅行

にこのクレジットカード会社とか金融機関とい

うのは、どういうあれですか。どこがやるんで

すか。この仕組みがよくわからない。

○福嶋観光推進課長 きのうの宮日にも載って

ましたけれども、これは今、特に地元金融機関

が、観光とかそういう地域振興に対して、地方

創生ということに対して、非常に関心が高まっ

ておりまして、具体的には宮崎銀行とか大分銀

行になるわけですけれども、それに関連のある、

カード会社というのはＪＣＢですね。そちらが

台湾に非常に顧客が多いということで、誘客を

図れないかという相談があったというのが発端

であります。具体的な話があっての事業化とい

うことですので、今、そういった地方創生に即

した形での民間企業との連携事業ということで、

全国的にもＪＣＢはそういう働きかけをしてい

ると伺っておりますけれども、まだ例は少ない

ということでございます。

○松村委員 大体想像してたとおりだったんで

すけれども、そういうことかなと思いました。

クレジットカード会社、ＪＣＢでも毎月、請求

書と一緒に案内が来てますよね。あのときもＪ

ＣＢの中でツアーのとかいっぱい入ってきてま

すよね。銀行がどうかというと、銀行は知らな

かったですけれども、銀行もそれをネットワー

クでどういうふうにこれから展開するのかわか

んないですけれど、宮銀が旅行商品をつくって

いくのかわかんないですけれど、何かおもしろ

そうですね。

○二見委員長 ほかに関連質問はありますか。

なければ、ほかの項目についての質問がありま

したら、お願いします。

○原委員 九州グローバル人材活用促進事業

ですが、これは数字だけ教えていただければい

いんですけれど。先ほど、外国人留学生が宮大

等県内で二百数十名という話がありましたが、

これは九州ということになってますけれど、大

体、九州で外国人留学生というのはどれぐらい

いるものでしょうか。数字だけで結構です。

○酒匂オールみやざき営業課長 九州では約２

万2,000人と把握しております。

○原委員 大体、国別では１位、２位、３位

ぐらいは押さえていらっしゃいますか。

○酒匂オールみやざき営業課長 済みません、

ちょっと手元に持っておりません。後ほどまた

報告させていただきます。

○野﨑委員 この事業と、12ページの一番下で

すか、③の（イ）外国人留学生等の県内企業へ

の、これは似てるような事業なんですが。

○酒匂オールみやざき営業課長 常任委員会資

料24ページの九州グローバル人材活用促進事業

は、九州７県と共同でやる事業でございます。

それに加えまして、議員御指摘のとおり、12ペ

ージの若年者職場定着キャリア教育連携事業の

一番下の（イ）外国人留学生の県内企業への就

職推進事業につきましては、県の事業として実

施をさせていただきまして、先ほど申しました

事業と連携して、より効果的に県内の留学生あ

るいは九州の留学生が宮崎の県内企業とマッチ

ングできるようなことをやっていきたいと思っ

ているとこでございます。

○髙橋委員 細かいこと聞きますけれど、７県

の事業ということで、当県の負担が50万じゃな

いですか。全体の予算とこれは均等割でしょう

か。

○酒匂オールみやざき営業課長 今回、九州７

県で事業を実施しますが、全体事業費が4,913

万1,000円になります。その負担割合の考え方な
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んですけれども、先ほど申しました２万2,000人

の留学生が、そのままビザを切りかえて就労ビ

ザになった人数というのが、九州全体で699人、

そのうち宮崎県が10人ということもございまし

て、実際就職した人数の実績に応じた負担とい

うことで、宮崎が50万ということでございまし

た。かなり少ないこともありまして、先ほど野

﨑議員のほうから質問がありました、本県独自

でも少し強化して取り組みたいということで、

財源的には同じ創生加速化交付金になりますが、

この共同事業の中に織り込めなかったものです

から、計上させていただいたところでございま

す。

○髙橋委員 ちなみに一番多いのは福岡だと思

うんだけれど、どのくらい負担をするんですか。

○酒匂オールみやざき営業課長 福岡が699人中

の475人という就職もございまして、全体の66％、

約3,300万と事務局を持っていただけるというこ

とで、その事務局経費13万1,000円が福岡県の負

担になっております。

○髙橋委員 よくわかりました。それは50万円

以上の留学生が宮崎に就職できるように頑張り

ましょう。

○横田委員 12ページの若年者職場定着の事業

ですけれど、高校の新卒者の県内就職率が悪かっ

たということで、今話題になってますけれど、

その要因というか、それは大企業志向が強いと

いうことも大きな要因だと思うんですよね。そ

ういった意味で、県内の高校生とか保護者向け

に宮崎県の企業は中小企業だけれど、すごく伸

び代もあるし、少ないがゆえに自分の力を発揮

できるところもあるし、通勤時間もすごく短く

て、そういったことを知ってもらうということ

はすごく大事なことだと思うんですよね。

この前の代表質問だったですかね、初任給の

差というのがありましたけれど、あれは４万円

ぐらいだったと思うんですけれど、それを例え

ば２万円ぐらいに縮めるとか、そういうのは県

に言ってもしようがないのかもしれませんけれ

ど、県内の企業の体力というか、それを考えた

ときに、その差を埋めていくというのは、難し

いもんなんですか。

○永山商工観光労働部長 初任給の差あるいは

平均賃金の差を埋めたいということで、さまざ

まな産業振興施策、企業成長施策、これはまた

当初の委員会で御説明させていただきますけれ

ども、さまざまなことは講じていきたいと思っ

ております。

すぐに結果が出る話ではございません。ただ、

１月に開催しました雇用政策懇談会の場、これ

は企業なり労働側あるいは大学側から来ていた

だいて、宮崎県の就職の状況等について共通の

認識を持とうということで開催したわけですけ

れども、企業者側のほうにも、今賃金が低いと

いうところが大きな課題ではないかということ

は、我々からの投げかけてるところでございま

して、行政側からする産業振興施策と企業側の

さまざまな意識改革、このあたりが相まって、

少しずつでも上がってくることが、最終的には

競争力の強化につながるんではないかなと考え

ております。

○原委員 先ほどの宮崎の外国人留学生の皆

さん方の就職の職種、どんなところに就職され

ておられるか。意外と大事なことだと思うんで

すけれど。

○酒匂オールみやざき営業課長 大変申しわけ

ありません。10名という数字も、法務省の統計

の数字ということで把握してる数字でございま

して、その就職先についてはちょっと把握をし

ていないとこでございます。
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○原委員 わかりました。またわかったら教

えてください。

○野﨑委員 事業内容の②のとこなんですけれ

ど、高校１年生の保護者を対象にと書いてあり

ますが、１年生のときにそういうフェアに行っ

ても、２年、３年となると、そのときの思いと

か薄らぐような感じがするんですよね。これ毎

年したほうがいいんじゃないかと。とにかく宮

崎にはこんな企業があるんだって、３年間かけ

て植えつけるという考え方もあるのかなと思う

んですが。

これはフェアなので、興味がある人だけ参加

するんですか、それとも、全学校の１年生を対

象にするんですか。

○天辰地域雇用対策室長 まず、後のほうの御

質問なんですけれども、興味のある人というよ

りも、各高校単位で、私どもが今考えておりま

すのは、バスを手配しまして、中央なら中央の

ほうに集まってもらうということで、どの程度

の人数になるかまでは、まだちょっとわかりま

せんけれども、全体の高校１年生を対象に今考

えております。

ちなみに、最初の質問なんですけれども、こ

のフェアのほうは１年生を対象に、これは企業

だけではなくて大学とか専門学校、広くこういっ

たものの県内の状況を知ってもらうということ

で、１年生を対象にやります。２年生に対しま

しては、当初で一応組んでいるんですけれども、

２年生と保護者を対象に、ガイダンスというこ

とで企業とのそういう場を設定しようというこ

とで２年生を対象に考えておりますし、やはり

３年になりますと、具体的にもう就職になりま

すので、そういった支援員を配置するとか、各

学年に応じてそういった施策をやっていきたい

と考えております。

○野﨑委員 わかりました。ありがとうござい

ます。

○髙橋委員 県内の高卒の就職率がワースト１

位ということで話題になって、これはむしろ、

今回ワースト１位になって、こんな言い方はお

かしいんですけれど、よかったんじゃないかと

いうことを言う人もいるんですよ。なぜかとい

うと、これが40番ぐらいだったら、あんまり本

気になって─申しわけない、いつも本気なん

でしょうけれど─やれるかどうかということ

を言った人もいました。だから、これはいい意

味で、このワースト１位、これ以下はないわけ

だから、ある意味そういう意味で、先ほど部長

もおっしゃったように雇用政策懇談会ですか、

これもしっかりスタートされてやってらっしゃ

る。

そして、ある労働局の方と話す機会があった

ときに、こんなことをおっしゃいました。先ほ

どの平均賃金とかあったけれど、あれはあくま

でも平均だから、いい就職先でいい賃金を払っ

てるところはあるんですよね。そこがしっかり

と対象者に行き届いてないんですということを

おっしゃってました。

もちろん、そういう学校側でしっかりと情報

収集してるとこはあると思うんですよ。でも、

なかなかうまくそこが広がって隅々まで行って

ないということをおっしゃってましたから、こ

ういった政策懇談会とか、今回の事業でいう

と、14ページの事業なんでしょうかね、こういっ

たところにしっかり力を入れてもらって、いろ

んなところと連携していけば、もっともっと高

い率での就職率になると思うんで、申し上げて

おきます。よかったということで、私は頑張ろ

うという気になったと思うんです。

○天辰地域雇用対策室長 委員が今おっしゃい
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ましたけれども、いいきっかけではないんです

けれども、これを契機に改めてこの問題につい

て取り組んでいくということで、こういう補正、

来年度の当初含めて、また取り組んでまいりた

いと考えております。

○原委員 関連して。逆に考えれば、県外就

職率日本一ということなんですよね。逆にいえ

ば、そういうことなんですよ。だから、うちの

会派にもいろんな議論があって、かわいい子に

は旅をさせよという表現した人もおりましたけ

れど、逆に、若いときは都会に行って、いろん

なスキルをアップして、いろんな技術を身につ

けて、それで、我々宮崎県チームとしては、そ

の人たちをＵＩＪターンのＵターンの対象者と

して、いずれ、しっかりした戦力になったであ

ろうその人材を逆に呼び込んでくるということ

にすれば、これは一石二鳥なんですよね。人材

もふえる、それに伴う技術力もふえるというこ

とであるから、そういうこともまた逆に、そう

いう県内就職率という意味ではワースト１位、

県外就職率という意味では日本一ですから、そ

の人たちを将来、宮崎に生かそうという視点。

だから後のフォローアップですよね。学校との

連携、どこにどう就職してどうなったかという

フォローアップをしながら、その後のＵターン、

今声かけてるわけじゃないですか、東京に事務

所をつくったり。だからそういう卒業生、宮崎

出身の人たちに対するそういう働きかけという

か、そういうことも必要なんだろうなと、私は

また、逆に思うんですけれど。そういうことで

よろしく。

○永山商工観光労働部長 高校生が最下位に

なったということを契機として、県内企業の人

材の確保という観点からも、残ってほしいとい

うことで、それはしっかり取り組んでいきたい

と思ってます。ただ、おっしゃるとおり、人材

の育成という点では、県外への就職あるいは県

外への進学というのは、大きなきっかけになり

ます。そこでしっかり鍛えられた方たちが、ま

た宮崎に貢献してほしいという思いもあります。

我々としては、県内就職への働きかけと、も

う一つは、おっしゃったようにＵＩＪターンあ

るいは進学した方々にどうアプローチしていく

のか。なかなか大きな対象としてつかまえ切れ

てないというのが、これまでの課題でしたんで、

どうやって進学した人あるいは就職した人たち

をつかまえておくのかと、情報提供し続けるこ

とができるかということが大きな課題だろうと

思っております。いずれにしても、いろんなこ

とをやっていかなければ、地方創生あるいは人

口減少はとまりませんので、しっかり対応して

いきたいと思ってます。

○横田委員 説明資料の243ページですけれど、

工業団地の整備の説明がありましたけれど、そ

の下にフリーウェイ工業団地のことも書いてあ

りますけれど、今までの誘致企業とこれからの

誘致企業は、ちょっと性格が違ってくると思う

んですよね。それで1,000人、2,000人単位の雇

用が生まれるような工場とか、なかなかもう来

てくれないような気もするんですけれど。その

工業団地に対するこれからの考え方をちょっと

教えていただきたいんです。

○日高企業立地課長 この事業については、市

町村に対する補助金ということで組んでおると

ころですが、委員がおっしゃるように、製造業

の新たな進出、新工場を立ててというのは、大

変今厳しい状況というのはあります。新工場を

つくる場合でも、今ある工場の中の敷地に増設

をするとか、そういう対応をする企業がふえて

いるという感じはしております。
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ただ、そのかわりに主流的に今ふえてきてい

るのがＩＴ関係。ビルがあれば、そこに大きな

投資がなく進出していくことができると。そう

いった業態もふえてきているところです。

ただ一方で、例えば高校を卒業した人が、そ

のまま新卒として就職できる場所として、製造

業というのが、依然として非常に魅力的な業種

であるとも思っております。

都城市などを初めとして、今つくろうとして

いるところについては、流通系の配送センター

とかそういった企業がふえていると。高速道が

通ったという効果もあるのかと思いますけれど

も、インター近くの工業団地に対する進出が、

都城地区では非常に多く発生しているというこ

とで、そういうことをにらんで、座布団ではあ

りませんけれども、工業団地というものの整備

を進めようとしておられます。

各市町村で置かれた状況というのは違うかと

思いますけれども、若い人たちの就職の場とい

うことで、ぜひ製造業を導入して、新たな活気

をもたらしたいという意向のところについては、

非常に大変な事業ではありますが、やはり工業

団地をつくっていきたい、そういうふうなとこ

ろもあろうかなと思っておるところです。

○横田委員 それぞれの市町村はやっぱり雇用

の場を確保して、地元に若い者を残したいとい

う思いがあると思うんですよね。だから気持ち

はすごくよくわかるんですけれど。ただ、今の

情勢をしっかりと見きわめて、せっかく工業団

地をつくったのに、塩漬けになってしまったと

いうようなことにならないように、しっかりと

連携しながら、調整しながらやっていただけれ

ばと思います。

○二見委員長 まだ質問もあると思いますので、

時間が来ましたから、ここで休憩に入りまして、

午後１時10分に再開いたします。

正午休憩

午後１時７分再開

○二見委員長 委員会を再開いたします。

○酒匂オールみやざき営業課長 原議員のほ

うから午前中、御質問のありました九州全体の

国別の留学生の数でございます。平成26年５月

１日現在の数字になりますが、１位が中国で１

万284人、２位がベトナムで3,816人、３位がネ

パールで3,024人、４位が韓国で1,566人、５位

がインドネシアの493人となっております。全体

では２万1,863人というところでございます。

○原委員 韓国をもう一回お願いします。

○酒匂オールみやざき営業課長 韓国が４位

で1,566人でございます。

○原委員 25ページですけれど、商談メール

等の翻訳とか、当然受信・発信があると思うん

ですけれど、これは非常にありがたいことだな

と思うんですが、要は一般ユーザーというか県

民の人が、これをやっていただけるというのを

知らないことには。最近、この翻訳ソフトとい

うのがあるんですね、私も息子から聞いてこれ

やるんですけれど、「私は」からちゃんと入れな

いと、物すごくおかしい翻訳をするんですよね、

翻訳ソフトというのがありますが、まだ完全じゃ

ないようです。ですから、これをやっていただ

くというのは非常にありがたいことだと思うん

だけれど。要は、周知を図らないと、なかなか、

頼んでいいのかなという気分になるわけですよ

ね。そのあたりの周知のやり方はどうですか。

○酒匂オールみやざき営業課長 今回この営業

力の強化ということで、メールとかポップの広

告商材の翻訳をするサポートデスク等設置をさ

せていただくものなんですが、今年度の補正で
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地方創生加速化交付金を活用いたしますが、実

は平成26年度の２月補正の段階で、地方創生先

行型交付金というのを活用いたしまして、「世界

に広げよう！グローバル展開支援事業」という

のを実施させていただいておるとこでございま

すが、その中の一つのメニューとして、今年度

から輸出ビジネスサポートデスクというのを設

置をさせていただいております。今周知をして

おりまして、まずは登録をしていただくことに

なっておりまして、県内、今35社登録をいただ

いておりまして、利用件数が112件ということに

なっております。

今後も認められましたら、引き続き周知等に

は努めてまいりたいと思っているとこでござい

ます。

○原委員 これは何カ国語ですか。

○酒匂オールみやざき営業課長 私どものほう

で今用意しておりますのは、英語、中国語、イ

タリア語、ドイツ語、それと、この反対から訳

す日本語ということで、外国語では４カ国語に

対応をさせていただいているとこでございます。

○松村委員 25ページ。これ県内で輸出を始め

た実績として、海外との取引で、80社近くも実

績が上がって、年々上がってきてますよね。こ

の地域商社を育成するというと、宮崎というと、

余り海外との商社というイメージがないんです

けれど、考えられるのは、経済連とかぐらいし

か頭にないんですが、商社というのは、この70

から80社の今実際やってる人たちの皆さんに発

信して、そのあたりを育てていこうということ

なんですか。

○酒匂オールみやざき営業課長 今回、この地

域商社の育成ということをお願い申し上げてお

ります一つの理由といたしまして、さまざまな

商談会、見本市等を開催して、県内企業85社参

加しておるんですけれども、先方との企業との

商談の中で、先方の企業からは、相手国に、例

えば香港まで届けてほしいという要望がよくご

ざいます。こちら側の企業からしますと、でき

れば博多港なら博多港に届けたい。そこから先

に届けるノウハウが、なかなか県内の企業、少

のうございます。やはり語学にも対応しなきゃ

いけませんし、通関の手続あるいは衛生証明等

々、貿易に際しましてはさまざまなノウハウが

必要となってまいりまして、県内の企業と相手

側の求めてる方々をつなぐ間に、通常は貿易会

社とか商社というのがおるわけでございますが、

残念ながら、県内にはそういった担える商社が

いないということでございまして、県外の商社

あるいは国外の商社に頼らざるを得ない状況に

ございます。そもそも県内の商品の知識もあり

ませんし、宮崎県に対する愛着もない中で、な

かなか商品を取り扱っていただけないというこ

ともございまして、両方の国の取引の仲立ちを

できる、間に入る、ここで言う地域商社を育成

したいということでお願いしております。

候補となる企業といたしましては、私どもが

一番身近におりますのは物産貿易振興センター

でございますし、それ以外にも、運輸事業者で

実際物を届けていただいているノウハウを持っ

ている業者もございますし、逆に向こうから商

品を輸入してて、貿易には通常なれているので

ということで、新たな取り組みとして、そういっ

た輸出もやろうかというような企業があられる

んじゃないかと思いまして、公募で、そういっ

た商社については、今回募集してみたいと思っ

ているとこでございます。

○松村委員 何社か、めどはあるということで

すね。頑張ってください。

○西村委員 関連というより、「ＭＩＹＡＺＡＫ



- 31 -

平成28年３月３日(木)

Ｉ ＦＲＥＥ Ｗｉ―Ｆｉ」でずっと私も質問

等をやってきたんですけれど、いよいよ昨年か

らこのＦＲＥＥ Ｗｉ―Ｆｉ事業がスタートし

て、今年度でふえていくんですけれど。今後の

設置目標みたいなのを長期的に考えたときに、

どの程度の割合、例えば主要駅とか主要観光地

には全部設置するとか、そのぐらいの高い目標

があるのか。今、それは何合目まで達成されて

いるのかというところと。

あともう一点、これは企業側の問題もあるん

ですが、ＪＲさんとの協力体制というのを以前

から私も申し上げてるんですが、そのあたりを

今後どうしていくのか。

今、飛行機の中でもＷｉ―Ｆｉが使える時代

になって、航空機の中でも使えるような状況に

なる中で、実は日豊線を私も使ってますけれど、

非常に電波の状況が悪いんですね。特に宮崎―

大分間というのは、山岳地も通って、都城方面

もなんですけれど、非常に山のところは電波が

悪い状況がある中で、少しＪＲさんと協力して、

そういう電波が悪い地域に社内でＷｉ―Ｆｉを

飛ばせる技術というのは、そんなに今難しい状

況じゃないと思うんですよ。そういうものとい

うのは確立できるんではないかなと思うんです

が、この事業の中にそういうものは取り組まれ

ていかないのか、ちょっと伺いたいなと思いま

す。

○福嶋観光推進課長 では、最初の質問の目標

をどういうところに置いて、何合目かというお

話なんですけれども、今年度サーバを設置して、

県の観光案内版をまずやって、あと市町村に呼

びかけて、市町村の観光地も徐々に開拓をして

まいりました。

現在、こういった行政の施設、それと民間は、

今お話のありましたＪＲは宮崎駅だけですけれ

ども、あとは宮崎空港それからバス停、あとは

飲食店等の100施設余り、合わせまして、今大

体134施設で、このＦＲＥＥ Ｗｉ―Ｆｉが使え

る状況になっております。

目標値ということでいいますと、まず市町村

は、県の観光振興計画の中で全26市町村でＷｉ

―Ｆｉが使える環境にしたいという目標は掲げ

ております。市町村のほうも、それぞれの予算

をとりながら取り組んでいただいてまして、今

年度は５市町において、各観光施設での設置が

できました。来年度も６市町において、さらに

ふやしていくということにしております。あと

の２番目の質問にもかかってきますけれども、

民間のほうへもさらに働きかけを進めていきた

いと思っています。これはＮＴＴさんと共同で

拡大をしていきたいと。

具体的な数値目標というのは、その民間施設

も含めてのものはありませんけれども、今全国

では福岡市が恐らく一番多いだろうと。これ

が386というのが福岡なんですけれども、福岡市

のＦＲＥＥ Ｗｉ―Ｆｉが、今それだけ国内トッ

プクラスということで聞いておりますので、な

るべくそれに近い数字を出していけたらと思い

ます。

ＪＲに関していいますと、今宮崎駅のほうは、

もう既に設置済みなんですけれども、例えば車

両内とか各ほかの駅とかに関しては、まだちょっ

と具体的なお話をしておりませんで、これから

の課題かなと思っているところです。そういっ

たニーズがあるということを踏まえまして、ま

た今後協議をできたらと考えてます。

○西村委員 ありがとうございます。

○二見委員長 関連質問はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○二見委員長 ほかに質問はありませんか。
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○髙橋委員 ３ページの創業・新事業挑戦支援

ファンドの精算について。いい結果が出た、成

果の上がった事業だということで、大変評価さ

れると思うんですね。これ精算だから、この事

業は閉じるわけで、ひょっとしたら、当初予算

の事業の中であるのかどうか、私はまだ細かく

精査してませんけれど。結局、この後のアクショ

ン、いわゆる行政としてどういうふうに中小企

業を支援していくのか。そういったところは、

どのように私たちは理解すればいいんでしょう

か。

○野間産業振興課長 ファンドをこれで閉じる

わけですけれども、ファンドについての考え方

としましては、この当時、民間金融状況が大変

厳しくて、民間にもこういうファンドがなかっ

たということで、県も支援してファンドをつくっ

たわけですけれども。その後、経済状況も変わ

りまして、このファンドの後、民間のほう、銀

行のほうでも、こういう新事業を支援するファ

ンドというのを設立されてきております。また、

最近、金融状況というのも変わってきておりま

すので、ファンドについての今の県の考え方と

しては、ファンドを設立している金融機関とも

連携して、その金融機関の持っているファンド

を活用しながら支援していきたいと、今のとこ

ろは考えております。

○髙橋委員 今回このファンドを閉じるけれど、

今金融機関で実際にそういった事業はあるし、

今からまだ新たな投資をしようとかいう中小企

業のところについては、そういう道はあるとい

うことで理解していいわけですね。

○野間産業振興課長 ファンドによる支援につ

いては、その民間のファンドができてきたとい

うことですし、民間のほうの金融需要について

は、さまざまあると思いますので、それについ

ては、また新しい需要というのが出てくれば、

それに対応していくということで考えていきた

いと思います。

○髙橋委員 新しい需要が出てきたら考えてい

きたいと、行政も今から何かその需要が出てき

たら応えようということがあるということなん

ですか。

○野間産業振興課長 今具体的にこういうもの

をと考えてるわけではありませんけれども、こ

のファンドも当時の経済状況に応じて必要だと

いうことでつくったわけですので、今後いろい

ろ経済環境が変わってきて、何かしら県のほう

でこういう支援をする必要があるということで

あれば、そのときにまた考えていくことになろ

うかということでございます。

○髙橋委員 わかりました。

○二見委員長 関連質問がありますか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○二見委員長 ほかに質問はありますか。

○原委員 26ページ、焼酎産業です。焼酎が、

宮崎県が日本一になって、県内の消費を入れな

ければ、総額でいえば1,000億円ぐらい、県外出

荷が大ざっぱに850億円ぐらいということで、外

貨獲得の優等生だということで、統計上、これ

は工業出荷額になるわけですけれども。こうい

う事業をようやくつくっていただいて、業界か

らもまた議会からもかなりこれまでお願いをし

てきたと思うんですが。

ただ、酒造メーカー、いろいろ三十数社ある

と思いますけれど、大きなとこはいいんですけ

れど、小さいとこはなかなか売り上げが伸びな

いと。むしろ減ってるとこもあるという悩みも

実際聞いておりまして、こういう商談会とか、

ここを加速化していただく分については、一人

勝ちにならないように、それはそれでいいんで
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すが、そういう小さいとこへの目配りもした、

全体が底上げできるような、いろんな商談等の

向上を。そして鹿児島県が行政・民間挙げて、

宮崎県に本場が抜かれたということで、盛り返

すぞという意気込みを持っていらっしゃるよう

ですから、ゆめゆめ、せっかく奪った日本一の

焼酎生産県でありますので、奪われるというこ

とがないように、よろしくお願いをしたいと思

いますが、もし御意見があれば、どうぞお願い

いたします。

○酒匂オールみやざき営業課長 今回、まさに

出荷量日本一を達成したということを契機とし

まして、原議員申されましたとおり、焼酎産

業は、本県産業の基幹産業の一つでもございま

す。また、原料に芋、米等々を活用する裾野の

広い産業ということで、県内への波及効果の高

い産業だと思っております。そのこともありま

して、今回、焼酎産業成長加速化ということで、

一本の柱で立てさせていただきました。

その中で大きく３つ、商品力強化とか販路開

拓、消費拡大、酒造組合等あるいは38酒蔵のメ

ーカーとも十分連携しながら取り組んでまいり

たいと思っております。

その中でも特に本県の特徴としては、小規模

な蔵元が多いということで、一番の商品力強化、

人材育成のところで、日ごろ、そういった商談

とか商品開発のところから、なかなかノウハウ

がないという方々のために、１年間を通しまし

て、人材育成のプログラム等々も用意しながら、

当該焼酎産業の活性化を図っていきたいと思っ

ているとこでございます。

○横田委員 22ページの神話の源流についてお

尋ねします。

次のステップという言葉があるんですけれど、

事業内容で１に書いてありますけれど、次のス

テップを具体的にどう考えておられるのか、

ちょっとお聞かせください。

○松浦記紀編さん記念事業推進室長 ここに書

いてあります次のステップと言ってるのは、こ

れまで市町村と、神話それから観光というのを

どう展開していこうかということを、この１～

２年議論してまいりました。それぞれの市町村

で持っている資源なり、アピールポイントなり

というものが当然あるだろうというようなこと

で、それぞれの市町村の神話に基づいて、どう

いったものを売り出していくのかという素材の

洗い直しからやってきてるとこでございまして、

その中でターゲットをどう決めていこうかとい

うことまでは、ある程度話し合いをしてきたと

ころでございます。

それを実際に実証という形で展開していこう

というのがこの事業でございまして、一つには、

例えばインターネットのキャンペーンを一緒に

市町村と県とで打って、それぞれの市町村はそ

れぞれの市町村のストーリー立て、あるいはそ

れに合うような観光資源なり食材なり、そういっ

たものをＰＲしながら誘客につなげていこうと

いうような、そういう実証をやっていこうとい

うのが次のステップということでございまして、

ただ、現時点では、いずれにしろ、ある意味仮

説でございますので、それを実際に実験をしな

がら、修正点を修正しながら、ターゲットにど

ういうふうにうまくアピールしながら、誘客に

つなげていけるかというようなところを、ここ

数年でやっていきたいと考えてるとこでござい

ます。

○横田委員 先日行われました吉田類さんの講

演会へ私も行ってきました。芸術劇場が２階席

までいっぱいになってて、すごく盛況でうれし

かったんですけれど。日向神話に関心が高まっ
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てきているのか、それとも吉田類さんの人気な

のか、その両方なのか、よくわかりませんけれ

ど。でも、ああいう催しを通じて、日向神話の

理解がだんだん深まっていくんじゃないかなと

も思いました。

これから、いよいよ記紀編さん事業の後半の

詰めに入っていくわけですけれど、しっかりと

した実を結ぶように、さらに頑張っていただけ

ればと思います。

○松浦記紀編さん記念事業推進室長 ありがと

うございます。吉田類さんをお呼びしたのは、

これまで県民大学、県民向けの啓発をやってい

く中で、それなりに対象となる層は確保できた

んですが、少し停滞感というか、これ以上の拡

大がなかなか難しいなあという状況がありまし

たので、もう少し範囲を広げた形で関心を高め

ていきたいということで、吉田類さんにお願い

をしたということでございます。

そういった形で、少し裾野を広げていくとい

う方向性も考えながらやってまいりたいという

ようなことと、それから吉田類さんの講演会の

１週間前には、神楽のシンポジウムもさせてい

ただいたんですけれども、それは本当に宮崎の

すばらしい神楽という資源を、本質をしっかり

伝えていくというようなことをやりながら、で

きれば世界遺産なりも目指していきたいという

ような、そういう高い目標を掲げながらではあ

りますけれども、発信をしていきながら、これ

もその誘客につなげていくようなところまで

持っていきたいというような流れでございまし

て、ある意味高く、あるいは広くというふうな

ところを、これからはもうちょっと追いかけて

いきたいなと思ってるとこでございます。

○髙橋委員 歳出予算説明資料の249ページなん

ですけれど、スポーツランドみやざき推進強化

事業が2,600万の減額補正なんです。この理由は

説明されなかったと思うんですが、まずそこを

お聞かせください。

○福嶋観光推進課長 冒頭で部長からも一言

あったとは思うんですけれども、この事業が地

方創生の先行型の交付金、昨年度の２月補正に

おいて、同様の事業が活用できるということで

ございましたので、そちらのほうを生かすとい

うことで、この当初予算については減額をさせ

ていただいております。

うちの課でいいますと、ほかにも教育旅行で

すとか幾つかあるんですけれども、一括して10

分の10の交付金を活用させていただいたという

ことで、説明は省略させていただきました。

○髙橋委員 何とか整理ができました。いわゆ

る、この１番と４番は恐らく事業として重なる

んですよね。だから国の交付金を優先させて事

業をしたほうが有利ですよね。

○福嶋観光推進課長 この249ページの１番と４

番は全く別物でございます。１番のほうは、27

年度当初予算で組んでおりました。それを今回、

全額減額いたしますけれども、26年度の２月補

正で同様の事業が計上されておりまして、そち

らが明許繰越で全額繰り越されて、27年度は実

施されたと。この４番については、今年度の２

月補正、加速化交付金というまた新たな交付金

によって計画した事業でありまして、１と４は

全く別物ということになります。

○髙橋委員 スポーツランドみやざき推進強化

事業の中には、アスリートフードとか何かあっ

たような記憶があったもんだから、そういう意

味では、ひょっとしたら、この地方創生加速化

交付金の制度からして、全く新しい新規じゃな

いと認められなくて、４番の事業を新規として

上げられたのかなと思ったんですよ。そういう
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意味とは違うんですか。

○福嶋観光推進課長 中身としてはスポーツメ

ディカル関係ですとかフードの関係ということ

ではそうなんですけれども、中身としては全く

新しい形で、この４番の事業は成り立っており

ます。新規性という意味では、４番の事業は、

メディカルとかフードとかいう切り口はあるん

ですけれども、さらに進化した形で、新しい事

業というのがこの４番の事業に上がっていると

いうことです。

○髙橋委員 ちょっと私もまだ理解できてない

かもしれない。2,600万のいわゆる減額したとい

うこと、そもそも事業として上がってたものを

しないわけでしょう。その分については、この

４番で振りかえるわけじゃないんですか。

○福嶋観光推進課長 2,600万のこのゼロになる

事業については、予算書の中では見えないんで

すけれども、前年度の２月補正で上げて、明許

繰越で全額繰り越しをしておりますので、その

繰越事業の中でしっかり実施をさせていただい

ております。若干、事業名は変わってますけれ

ども、金額としては同額で、27年度にその内容

については実施をしたということです。

この４番の事業は、また新しい交付金、今年

度の２月補正で繰り越して、来年28年度に実施

するという事業になります。

○永山商工観光労働部長 課長が言いましたよ

うに、27年２月の補正で地方創生の交付金を使っ

てスポーツランドの予算を組みました。27年度

の当初予算の中でもスポーツランドのこの事業

として2,600万9,000円の事業を組んでます。も

ちろん交付金事業が10分の10ですから、それを

優先して使っていって、我々のほうで、それを

上回って使うだけの事業を組み立て、事業がで

きれば一番よかったんですけれども、人的な制

約とかいろんなこともあって、事業を全部をや

ることができませんでしたので、まずはその２

月の追加補正で組んで、繰り越した事業を優先

的に行っていって、当初予算で組んだ分につい

ては、使い切れば一番よかったんですが、使い

切れなかったもんですから、今回、補正減とい

う形でやらせていただいたと。

４番のところは、また新しく交付金が出てき

ましたんで、それで今まで取り組んでたスポー

ツランドのところをもう一度ちょっと上昇させ

て、レベルを上げて、もっとたくさん取り組み

ましょうということで、今回3,300万円を組ませ

ていただいてるということでございます。

○髙橋委員 わかりました。

○野﨑委員 15ページの働き方改革なんですが、

非常に育休のイメージを壊した元国会議員もい

らっしゃいますが。宮崎は中小企業が多いので、

この育休とかを含めた両立するような状況とい

うのはどんなものなんですか。育休がとりやす

いとか、そういう状況がわかれば、教えていた

だきたいんですけれど。

○久松労働政策課長 育児休業につきましては、

データを申し上げますと、全国での取得率は、

男性ですと2.3％、女性ですと86.6％。

我が県におきましては、これは県の労働条件

実態調査というのを毎年やっておりますけれど

も、男性が、若干全国よりは高くて3.4％、女性

につきましても、全国より高い96％ということ

となっておりますので、中小企業が多いという

条件はございますけれども、データ的には、本

県のほうが進んでとられてるという状況になっ

ております。

○野﨑委員 事業内容の②の（イ）にあります

両立支援企業推進員の方はどういう方がされる

んでしょうか。
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○久松労働政策課長 実はこの両立支援につき

ましては、今度の県の総合計画等で、今、登録

件数が26年度で501件程度でございますけれど

も、これを倍増の1,000件程度には持っていきた

いと考えております。

この1,000件に持っていくためには、かなり企

業を頻繁に回って、この啓発をやっていかない

と難しいということで、我々、今職員が関係課

とも連携しながら回っておるわけですけれども、

それでは十分に目標を達成できるという保証が

ないといいますか、それ以上に頑張らないと、

この両立応援はできないというとこで、新たに

非常勤として１名を雇用して、企業回りをして

足で稼ぐという方法で周知を図っていきたいと

思っております。

○野﨑委員 わかりました。

○二見委員長 ほかに関連質問はありますか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○二見委員長 ほかの質問をお願いします。

○原委員 ９ページのメディカルバレー国際

競争力ＵＰ中小企業リーディングモデル事業つ

いて、8,000万強、確かに金額もかなり大きいよ

うですから、お聞きしておきたいと思います。

工業技術センターに機器の製品化の促進を図

る、安全性評価のためとあるんですが、ちょっ

とこの辺のところをわかりやすく教えていただ

けませんか。

○谷口産業集積推進室長 事業内容の①に海外

市場化戦略支援事業ということで、その中に「安

全性評価を行うための機器を工業技術センター

に整備し」と記載しておりますが、想定してお

りますのが、落雷等によって発生しました異常

電圧が機器に侵入した場合に、その機器の動作

がどうなるかというのを評価する、電磁環境試

験機器と言われるものですけれども、こちらを

予定しております。これは、医療機器の承認を

得るために必要な法律に基づく必須試験となっ

ておりますので、そういった機器を工業技術セ

ンターに整備したいと考えております。

○原委員 それは、空中から来る電磁波、そ

れとも電源から来るサージ電圧という両方です

か。

○冨山工業技術センター所長 これは電源がご

ざいまして、具体的には普通100ボルトで作動す

ると。それが雷を想定いたしまして、この想定

してる装置では、15キロボルトまでの高電圧を

かけることができます。基準では、４キロボル

トというのが基準になってます。４キロボルト

を瞬間的にかけても、誤動作をしないというこ

とを確認する必要があるんですけれども、それ

よりももっと高い基準で製造したいという企業

さんがふえておりますので、15キロボルトを荷

電して検査ができる、そういう装置を想定して

おります。

○原委員 要するにこの医療機器というのは、

もし異常気象等によって、雷が鳴って、電源が

おかしくなって、それによって誤動作をすると

命にかかわるので、その分をしっかり電源の方

をブロックアウトできないといけないという、

それができるかということを試験する装置だと

いうことですね。わかりました。

ちょっと話を広げて質問しますけれど、知的

所有権というか、特許ですよね。普通、この製

品開発とかいろんなことをやる場合には、これ

テレビでもやってましたけれど、普通、先行特

許とダブらないように、全部チェックするんで

すよね。チェックしないと、もし知らずに、後

で後発でこれいいと思ってやって、特許を侵害

した場合は、物すごい損害賠償ということにな

るので。
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本県の場合はトータルを考えたときに、その

あたりの特許の既設のものに対する管理と、こ

ちらからこういうものを今から開発しようとす

るときの、この整合性というか、先行特許の侵

害にならないようにする、そこの部分のセクショ

ンというのは、ちゃんとチェックされてるんで

すか。どこにあるんですか。それは工業センタ

ーじゃないと思うんだけれど。

○野間産業振興課長 県で工業技術センターな

り食品開発センターからするときは、もちろん

センター内での一定の調査はできるわけですけ

れども、データについては、同じ建物の中に発

明協会もありますので、そこである程度特許に

詳しい人が常駐してますので、そこにも相談す

るというようなこともした上で特許を出願する

わけですけれども、実際の手続については、弁

理士さんに委託して実施しておりますので、そ

の段階でもチェックはかかってくるものと考え

ております。

○原委員 一応そのあたりについてもチェッ

ク体制はしっかりできていると、我々は理解し

ていいわけですね。

○野間産業振興課長 県でできる範囲では、十

分調査の上、出願してるということで考えてい

ただいていいと思います。

○二見委員長 ほかに質問はありませんか。

質問が出ればと思ったんですけれど、なかっ

たので。７ページのクラウドファンディングの

支援事業なんですけれども、これって、僕のイ

メージでは、結構ふるさと納税に近い感じなの

かなと。皆さん興味を持った方が、何か事業を

行いたい方に対して、大なり小なりのお金を出

資すると。それに対する何か見返りがある。例

えば「ファーボ」とかが、たしかこういうクラ

ウドファンディングというのだったと思うんで

すが。

まず、このクラウドファンディングの現状と

いうのは、今どのようになっているのか。今回

これを活用されるということで、この宮崎県に

必要だということだと思うんですけれども、ど

ういう状況なのかをちょっと御説明いただきた

いと思います。

○門内経営金融支援室長 まず、クラウドファ

ンディングの現状でございますけれども、本県

におきましては、先ほどおっしゃいましたイン

タークロスが運営してる購入型のクラウドファ

ンディング、これがございまして、県内で55件

の募集実績がございます。そのうち39件が目標

を達成しているという状況でございます。

クラウドファンディングにつきましては、そ

の形態といたしまして、寄附型それから購入型、

それと投資型といったような形態がございます。

寄附型については、当然、出資に対する見返

り等を求めるものではございません。購入型に

つきましては、商品とかそれからサービスで見

返りを求めるというようなことでございまして、

今回実施しますクラウドファンディングの事業

につきましては、投資の形態をとりたいと考え

ております。

投資の形態の場合には、資金調達をする事業

者にとっては、新たな資金調達の手段というこ

とで資金を受けるわけでございまして、また資

金を提供する個人にとりましては、新たな資金

運用の手段といいますか、今非常に低金利でご

ざいますけれども、新たな資金運用の手段と考

えられるものではないかと思います。

また、クラウドファンディングにつきまして

は、その資金調達者のプロフィールといいます

か、資金調達者が資金を調達する理由、それか

らその商品に対する思いとか、そういったもの



- 38 -

平成28年３月３日(木)

がインターネット上で非常に明らかになるとい

うことでございまして、単なる資金調達の手段

に限らず、事業に対する共感とか、そういった

ものでの資金供給という面もありまして、例え

ば新たな商品に対するファンづくりとか、それ

からマーケットの手段といったものでも活用で

きるというものでございます。

さらに、この資金につきましては、資金提供

者は大都市圏に多いということで、都市部から

地方への資金管理を図るといった側面もござい

ます。そういった事業ということでございます。

○二見委員長 今御説明いただいて思ったんで

すけれど、その投資型を今回使いたいというこ

とで、それであるならば、今そういった投資型

のクラウドファンディングを運営しているとこ

ろもあると思うんですけれども、大体どれくら

いの金額が動いているのかとか、あと例えばど

れだけの実績があるのか、また宮崎でどれくら

いの見込みを考えてるとか、そういった想定の

数字というのは何かあるんですか。

○門内経営金融支援室長 投資型につきまして

は、県内の状況でございますけれども、まだ活

用は始まったばかりということでございまして、

私どもが把握している限りでは、１件だけでご

ざいます。

この投資型につきましては、その規模からい

きますと、例えば寄附型とか、先ほど申しまし

た購入型とか、そういったものに比べますと、

やはり、より多くの資金調達が可能になってく

ると思っております。実際に行われているもの

でいきますと、大体500万から1,000万程度の資

金の調達が可能になってくるんではないかと思

います。

それと、一方で投資するほうの投資額でござ

いますけれども、これにつきましては、寄附型

とか購入型の場合には非常に投資額も少なくて、

個人で1,000円ぐらいから可能でございますけれ

ども、投資型の場合には１万円から２万、３万、

５万ぐらいまでを考えているところでございま

す。

○二見委員長 要するに投資する人たちが、結

構いるという見込みですよね。それが今回、そ

こを活用するということで、この1,400万、いろ

んなこの３つの支援プログラムをやっていくわ

けですけれども、それ以上の効果を見込んでの

取り組みと考えてもよろしいですか。

○門内経営金融支援室長 まず、応援者がいっ

ぱいいるのかどうかということでございますけ

れども、このクラウドファンディングにつきま

して、投資型の場合には、第二種金融商品取引

事業者が取り扱うこととなっておりまして、そ

の業者の会員でございますけれども、全国で大

体７万4,000～5,000人いるということでござい

ます。これが一番大きな事業者の会員でござい

ますけれども。そのうち、関東、関西、中部圏

で大体８割の会員ということでございまして、

そういった方々から投資をいただくという可能

性は非常に高いんじゃないかと思っております。

そういったことで、本県のこのクラウドファ

ンディングについては、食の分野に特化してお

りますけれども、食がさらに全国的にもファン

を獲得することにもなっていきますし、それか

ら先ほど申しましたように、非常に大きな外貨

の獲得ということにもつながっていくのではな

いかと考えております。

○二見委員長 わかりました。要するに素人よ

りか、どっちかというと、専門的に扱ってる人

たちが、こういったものを検討していかれると

いうことなんだという説明だったと思います。

ありがとうございます。
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ほかに何か質問はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○二見委員長 それでは、次に、その他の報告

事項に関する説明を求めます。

○日下商工政策課長 その他報告事項というこ

とで、商工政策課からは、県内経済の概況等に

ついて、29ページをお開きいただければと思い

ます。

まず、１の表でございます。こちらにつきま

しては毎回同様でございますけれども、３つの

機関の経済概況の報告を記載をしておりまして、

左から、日銀宮崎事務所、次が財務省の宮崎財

務事務所、この２つが本県経済でございまして、

一番右が内閣府の月例経済報告という全国の状

況でございます。また、矢印は、前期との比較

での改善、悪化、横ばいかを示しているもので

ございます。

こちらを見ていただきますと、２月のところ

にございますとおり、日銀宮崎事務所につきま

しては、「持ち直しの動きが続いている」という

ことでございます。

一方、真ん中の欄、宮崎財務事務所につきま

しては、「県内経済は一部に弱さが見られるもの

の、緩やかに持ち直している」としているとこ

ろでございます。

なお、全国につきましては、内閣府の月例経

済報告の２月分では、「このところ一部に弱さも

見られるが緩やかな回復基調が続いている」と

の評価になっているところでございます。

このように本県の経済状況といたしましては、

引き続き緩やかな回復基調が続いてはおります

けれども、先日発表されました、昨年10月から12

月までの我が国全体のＧＤＰは、年率換算で1.4

％減ということでもございました。また、中国

経済や元安など影響を受けたと思われます、円

高、株安が発生したということも言われており

ます。

宮崎財務事務所の説明にもございますけれど

も、やはりこういった海外景気の下振れなど県

内経済を下押しするようなリスクにつきまして

は、引き続き、こういった景気動向につきまし

て注視が必要であると考えているところでござ

います。

30ページをお開きください。ここからは主要

指標につきまして御説明いたします。

まず、２の（１）の個人消費の百貨店・スー

パーの販売額ですが、全店ベースで見ますと、11

月は衣料品の不振によりまして前年を下回った

ものの、12月は食料品が堅調であったことなど

により、全店ベースでは前年比で増加したとい

うところでございます。やはり、宮崎財務事務

所の調査によりますと、暖冬の影響が大きく見

られるということでございます。

（２）の乗用車販売台数につきましては、昨

年４月の軽自動車税の増税の影響が続いており

まして、県全体では、12月は20.7％の減、１月

は12％の減となりました。特に軽自動車等につ

きましては、前年同月比で20％を超える減少が

続いておりますが、消費マインドの持ち直しに

よりまして、普通自動車を中心に上昇の動きも

見られているところではございます。

31ページをお開きいただければと思います。

（３）の観光の個人消費でございます。

宮崎市内の主要ホテル・旅館宿泊者数は、昨

年同期を上回る数字が続いております。こちら

は、香港線の就航等により外国人観光客が大幅

に増加しておりますほか、９月の大型連休、い

わゆるシルバーウイークの影響であったり、ま

た東九州自動車道の開通効果などにより、国内

客の入り込みも堅調であることによると考えら
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れるものでございます。

続いて、（４）の製造業でございます。本県の

鉱工業生産指数は、８月以降低下が続き、11月

には上昇に転じたものの、再び12月には低下を

しております。こちらにつきましては、化学工

業であったり、繊維工業などが低下したことが

要因と考えられます。

次のページの（５）の雇用情勢でございます。

アの有効求人倍率でございますが、引き続き着

実に改善をしており、１月29日、宮崎労働局公

表の数字に基づきますと、本県の有効求人倍率

は、昨年11月が1.12倍、12月が1.11倍というこ

とでございました。

なお、この資料への反映が間に合いませんで

したけれども、３月１日の新たな宮崎労働局公

表の数字によりますと、28年１月の数字が、全

国で1.28倍、本県が1.07倍ということでござい

ます。

また、イのほうにつきましては、ハローワー

クで捕捉できない雇用情勢を把握するため、県

内の民間有料職業紹介事業者等にアンケート調

査を行っているものでございます。

求人につきましては、10月～12月期の実績が

ふえたという割合が高い一方、求職につきまし

ては、変わらない、減ったという割合が高い状

況にあります。また、１月～３月期の予想では、

求職はふえるということで、予想をされている

ところでございます。

アンケート調査、この結果や下の各事業所か

らの声・意見では、引き続き求人はふえる傾向

にある一方、求職につきましては、停滞感があ

るというものでございます。

以上でございます。

○久松労働政策課長 労働政策課から２点御報

告をいたします。

まず、常任委員会資料の34ページをお開きを

願いたいと思います。

第10次宮崎県職業能力開発計画の策定につい

てでございます。

１の計画の位置付けでありますが、職業能力

開発促進法の規定によりまして、国が策定しま

す職業能力開発基本計画に基づきまして、本県

の職業能力開発に関する基本となる計画を策定

するものでございます。

２の計画の期間は、平成28年度から32年度ま

での５年間としております。

３の策定に当たっての基本的な考え方であり

ますが、（１）にありますとおり、国の基本計画

に掲げます職業能力開発の方向性、基本的施策

を踏まえますとともに、（２）にありますように、

本県の総合計画、また本年度策定するみやざき

産業振興戦略等との整合を図りながら策定する

こととしております。

４の策定スケジュールでございますが、この

２月に県の職業能力開発審議会に諮問したとこ

ろであり、最終的に６月の答申に向けて、本県

の職業能力開発の方向性等について、議論をい

ただくこととしております。

次の35ページをお願いいたします。

技能検定試験実技試験の再点検調査の結果に

ついてでございます。

冒頭、部長からおわびを申し上げたところで

ございますが、県民や委員の皆様には改めてお

わびを申し上げるところでございます。

１の調査結果概要でございますが、（１）にあ

りますとおり、昨年10月の合否の誤りを受けま

して、県と技能検定試験の委任先であります宮

崎県職業能力開発協会では、記録の残っており

ます平成25年度から以降３年分の受検者全

て、4,827名の実技試験の採点結果について、そ
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れぞれで再点検を実施したところでございます。

その結果、（２）にありますとおり、合格となっ

ていた者で合格点を満たしていなかったと認め

られる者が２名、また不合格となっていた者で、

実技試験の合格点を満たしていたと認められる

者が１名確認されたところであります。

（３）にありますとおり、合格点を満たして

いなかった方２名につきましては、本人の落ち

度がなく、もう既に合格者として１年以上相当

期間を経過しておりますし、また、合格者とし

ての社会的関係が形成されていることから、国

とも協議をいたしまして、合格は取り消さない

こととしております。

また、実技試験のみ合格点を満たしていたと

認められる受検者につきましては、得点を改め

まして、合格発表日にさかのぼって、実技試験

のみ合格とすることといたしております。

具体的な誤りの内容につきましては、表にあ

りますとおり、①は、幾つかの採点項目がある

中で、製品のできばえ点という採点項目で、採

点の合計に誤りがありまして、最終得点が61点

から合格基準の60点を下回る59点に、また②の

ケースでは、寸法精度が誤差値に対応した得点

になっておりませんで、最終得点が61点から59

点となっております。また、③につきましては、

作業時間が超過時間に対応した得点になってお

りませんで、最終得点が59点から62点となり、

合格と認められたところでございます。

このほか、493名の得点に誤りが判明いたして

おりますが、合否については影響はございませ

んでした。

２の再発防止策についてでございます。

今回の誤りにつきましては、採点基準の適用

の誤りなど、試験当日及び試験実施後の協会の

不十分な採点の確認などから生じてきたもので

ございまして、複数人による複数回の確認を徹

底いたしますとともに、右のページにあります

ように、新たな対策として、協会では、採点表

等をチェックする専任の職員を配置し、実技試

験終了後に全ての採点表等のチェックをするこ

ととしております。

また、県におきましても、当面の間、全ての

採点表についてチェックを実施することといた

しております。

これらの取り組みによりまして、再発防止と

技能検定制度の信頼回復に取り組んでまいりた

いと存じます。

説明は以上であります。

○日高企業立地課長 続きまして、企業立地課

から１点御報告をさせていただきます。

常任委員会資料の37ページをお願いいたしま

す。

地方拠点強化税制に係る「県税の課税免除等

の特例に関する条例の一部を改正する条例」に

ついてであります。

この条例改正につきましては、担当課が税務

課でありまして、総務政策常任委員会において、

現在御審議いただいているところでありますが、

改正内容が、企業の本社機能の地方への移転・

拡充の促進を目的とするものであるため、当委

員会におきましても御報告をさせていただくと

ころであります。

まず、１の改正の理由でありますけれども、

企業の本社機能の地方への移転等の促進を目的

として、地方再生法の一部が改正され、本社機

能を有する事務所、研究所などを地方に新設ま

たは増設した事業者に対する税制上の優遇措置、

いわゆる地方拠点強化税制が創設されたところ

であります。

県税につきましても、事業税、不動産取得税
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及び固定資産税に係る不均一課税によって、優

遇措置を行った場合、減収額については、地方

交付税による補塡の対象となることとなってお

ります。

この優遇措置の活用の前提といたしまして、

これらの不均一課税ができるよう、県条例の関

係規定について、所要の改正を行うものであり

ます。

２の改正の内容であります。本社機能の移転

または拡充を行った企業に対する、県税の不均

一課税の措置を新たに講ずるに当たりまして、

まず（１）の対象地域でありますけれども、地

域の活力の向上を図ることが特に必要な地方活

力向上地域として、諸塚村及び椎葉村を除く各

市町村で設定した地域内への本社機能の移転・

拡充が対象となっております。

次に、（２）の対象税目でありますけれども、

まず移転型事業とされる、東京23区からの本社

機能移転の場合、事業税と不動産取得税及び固

定資産税が対象となります。

また、拡充型事業とされます、地方に既にあ

る本社機能を拡充する、または東京23区以外の

地域から本社機能を移転する場合、不動産取得

税と固定資産税が対象となります。

（３）は不均一課税として企業に適用される

税率であります。

まず、事業税につきましては、東京23区から

の移転型事業の場合だけが対象となりますけれ

ども、通常適用される税率に対しまして、初年

度は２分の１、２年度は４分の３、３年度は８

分の７に軽減されることになります。

また、不動産取得税は、通常税率の10分の１

に軽減されることとなりまして、土地について

は100分の0.3、それ以外の不動産につきまして

は100分の0.4が適用されます。

それから固定資産税については、県が課税す

る大規模償却資産に係るものでありますけれど

も、通常の税率100分の1.4に対し、移転型事業

と拡充型事業でそれぞれ表に記載のとおり、軽

減された税率が適用されることとなっておりま

す。

これらの適用税率については、国の減収補塡

率を踏まえて設定されたものであります。

３の施行期日でありますけれども、本条例案

では、施行日は公布の日から施行し、適用とい

たしまして、地方拠点強化税制を活用するため

に策定が必要となる本県の地方再生計画、これ

を国が認定後に告示した日であります、平成27

年10月８日に遡及して適用することとなってお

ります。

企業立地課からは、以上であります。

○福嶋観光推進課長 霧島山（えびの高原（硫

黄山）周辺）の噴火警報発令に伴う立入規制等

について御説明をいたします。

説明は、机上配付しております資料でいたし

ますので、別紙のほうをごらんください。

先日、気象庁からえびの高原の硫黄山の噴火

警報が発表されたことに伴い、えびの市、道路

管理者、登山道管理者が硫黄山周辺の立入規制

等を実施しました。

まず、１の規制の開始日時ですが、平成28年

２月28日、日曜日でございます。

次に、２の規制内容です。（１）の立入規制で

すが、硫黄山からおおむね半径１キロ以内の範

囲、別図の２枚目ですけれども、１の赤の点線

の範囲内が立入禁止となりました。

次に、（２）ですが、県道１号線小林えびの高

原牧園線が通行どめとなりました。別図２に示

す区間であり、後ほど県土整備部のほうから詳

細の説明がある予定であります。
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さらに、（３）ですが、登山道が一部通行どめ

となりました。別図１の赤の実線の部分でござ

います。

最後に、３の観光客への影響ですが、２月中

旬に硫黄山の活動が活発になり、一部登山道が

閉鎖になったとの報道等により、えびの高原荘

の団体客のキャンセルが発生し、約300名程度が

キャンセルとなっております。

また、今回の規制により、３月１日現在で団

体客を含む約120名のキャンセルが発生している

ということですが、昨日分を含めますと、さら

にふえまして137名になっております。

観光推進課としましては、関係部局等と連携

し、火山活動や規制等に関する正確な情報を把

握し、迅速に観光情報発信ツールであります旬

ナビによる情報発信などを通じまして、えびの

高原を訪れる観光客の安全の確保に努めてまい

りたいと考えております。

説明は以上であります。

○二見委員長 執行部の説明が終了しました。

質疑はありませんか。

○松村委員 私は、35ページの技能検定試験の

再点検調査の結果についてお聞きしたいんです

けれども、冒頭、部長のほうから御説明もあっ

たとこでございますけれども、この4,800名の中

で493名という、この数がまたすごいですね、驚

きましたけれど。宮崎県職業能力開発協会とい

うのは業務は何をしてるんですか。

○久松労働政策課長 基本的には、県全体の職

業能力開発におけるさまざまな取り組み、自主

事業も含めて、職業能力開発をいかに上げてい

くかということで全体をやっておりますけれど、

その中のウエートが一番高いものは、この検定

試験のウエートが非常に高いという状況でござ

いまして、収入の約６割程度は、この検定試験

に係るものでございます。

○松村委員 わかりました。職業検定の試験を

専門にほぼやってるというのが業務の主なもの

ですよね。これは、過去３年間しか記録が残っ

てないということですけれど、その前はどうだっ

たのかというのは、推測でしかできないんでしょ

うけれど、この状況を見ると、過去もそうだっ

たんではないかという憶測をしますよね。

そこで、この国からの委託というか、県から

の委任というのか、この事業というのは何年やっ

てるんですか。

○久松労働政策課長 ちょっと記録を確認し、

後ほどお答えします。50年代以降だったと思い

ますけれども、ちょっと確認させてください。

○松村委員 それで、この職業能力開発協会と

いうのの組織について、ちょっとお聞きしたい

んですけれども。これは協会だから、会長さん

がいらっしゃって、職員がいらっしゃいますよ

ね。県のほうからこちらのほうには派遣か何か

されてるのか、それとも、職員を終わった方が

就職されてるのか、職員数は何名なのか、会長

さんはどなたなのか、どなたというか個人じゃ

ないから、どういう方なのかというところを

ちょっと。

○久松労働政策課長 職員の事務局体制として

は16名という体制になっております。会長の下

に副会長、理事会等がございますけれど、これ

は別にしまして、会長、理事会とか副会長とか

除きまして、事務局体制としては16名の体制で

ございます。事務局長は専務理事兼務でござい

ますが、１名県のＯＢが行っております。それ

から、県の現役の出向として２名が出向してお

りまして、プロパーが４名、あと臨時とか嘱託

を含めまして、全体で職員体制は16名というこ

とになっております。
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○松村委員 50年代ぐらいから、これずっとやっ

てるんでしょうけれど、宮崎県本体とは関係な

い外郭でしょうけれど、こういう採点ミスとい

うのか、10人中１人が採点ミスみたいなことと

いうのは、通常、余りあり得ないですよね。そ

れが長年にわたってあったという、この協会と

いうのはどういうもんだと疑われますし。

もう一つは、皆さん一人一人、本当に一生懸

命優秀な県の職員あるいは県という組織の信頼

とか信用性が非常に疑われるというか。再発防

止策も書いてありますけれど、ここの組織自体

をもう一回見詰め直していただきたいなという

気もしますね。これは私もよく知らないんです

ね。昔の話ですから、どういういきさつでこれ

ができてるかとか、わかりませんけれど。でも

ちょっと余りにもお粗末かなという気がします

ね。感想だけ言ってもしようがないですけれど

も、しっかりこれ見直してほしいなと。

県の信用とか市民の皆さんに対して、本当に

申しわけないなというのと、ここに受けられた、

過去３年で4,800名の方あるいはそのずっと昔か

らいらっしゃった、受検をされて資格を取られ

て、そして職業につかれて、例えば資格を取っ

て、給与の一部をその資格によって上げていき

ますよという事業者さんたちもそれを楽しみに

してたという、それぞれの人生にもかかわるよ

うな案件ですよね。だから、再発防止策という

のもありますけれども、抜本的なことをちょっ

と考えていただいたほうがいいんじゃないのか

なという、私は要望というような形で終わりま

すけれど、いかがですか。

○久松労働政策課長 今回、500件近い間違いが

出てきたということで、私ども非常に重く受け

とめております。

この調査をするに当たりましては、平成25年

に北海道で実は非常に大きな受検生のとり間違

いとか等の案件が発生しまして、それは発表が

あった後のすぐ問い合わせで受検生のとり間違

え、それから受検してないのに合格通知が行っ

たというような案件がありまして、それを受け

まして、県のほうでも調査はしてヒアリング等

を実施をしまして、実施体制を確認したところ

でございますが、昨年の10月に受検生のとり違

いということじゃないんですけれども、最終の

点検の段階で得点を得点表というのに浄書をす

る段階で、その浄書の前は鉛筆書きをしており

まして、その鉛筆書きを消してから浄書してし

まって、それで点数が間違ったと。受検者から

の問い合わせで、それが判明したということを

発端にしまして、記録が２年間残ってるという

ことで、徹底的に調べるというとこで、この採

点の仕方としましては、採点表というものがご

ざいまして、その次にその採点を集計する表が

ございます。その採点を集計した後に、最終的

に得点表というものをつくります。そういうも

のを全部、それと採点基準というものがござい

ますんで、採点基準に基づいて全ての点検をし

ましたところ、結果的にこういう間違いが生じ

たというとこで、当時の感覚としては、非常に

まさかという私も感覚でおりましたけれども、

非常に結果的にずさんだと私も認識しておりま

す。

したがいまして、この協会につきましては、

やはりきちんと再発防止策を実行できるように

改善をして、これ以降、こういうことがないよ

うにしてまいらないといけないと思っておりま

す。

ただ、県内でこういう技能検定を実施すると

いう機関につきましては、いろんな職種の検定

がございます。職種を限定するためには、いろ
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んな機材を整備しないといけないと。それから、

それに伴う人、それを判定する人をお願いしな

いといけないというさまざまな業務が生じてお

ります。ですから、県内で実際にこの業務がで

きる組織につきましては、今のところ、この協

会しかないというのが、実際、現状でございま

す。

ですから、今回、この誤りを契機にその実施

体制とか試験チェック体制、それを適切にする

ことで、今後の試験の適正化を図らざるを得な

いのかなと思っておりますし、協会のほうも私

ども指導しましたし、協会のほうも十分その点

は理解して改善をしておるとこでございますの

で、当然、今後、絶対間違いが起こらないため

には、やっぱり県もきちんと見ていくと、そう

いう担保をとった上で、今後実施をしていきた

いと思っております。

○永山商工観光労働部長 冒頭で申し上げまし

た、委員からもございましたように、技能検定

に対する信頼を大きく損ねたということについ

ては、県として本当に恥ずかしく思ってますし、

情けなく思ってますし、何とかしなければなら

ないと思っています。

これについては徹底的に調査をするというこ

とで500件近いミスが出てきたということであり

ますけれども、二度とこういうことが起きない

ようにということで、再発防止策はもちろんで

ありますけれども、県と協会がしっかり話し合

いをして、どうやったら信頼の得られる技能検

定になるのかということを話し合いをし、体制

を整えるということで取り組んでいきたいと

思ってます。

二度とこういう情けない報告をしなくていい

ように、頑張りたいと思っております。よろし

くお願いいたします。

○髙橋委員 確認なんですけれど、再発防止策

で36ページに県の対応ということで書いてあり

ます。これは、今までしてなかったわけでしょ

う。ということは、これをするということであ

れば、すごいコストですよね。

○久松労働政策課長 実際、県ではここまでの

チェックは行っておりませんで、通常２年に１

回監査はやっておりまして、通常ですと、補助

金とか旅費とか経理面を中心に監査をしておっ

たところでございます。というとこで、従来は

こういう試験の中身については、点検をやって

おりませんでしたけれども、北海道の案件やそ

れとうちの県の案件を受けて、今回やるという

ことにしております。

今回３カ年分ということで非常に時間もか

かったんですけれども、半期ベースで見ますと、

前期と後期と試験があるんですけれども、こと

しの後期でも約780名ほどの点検になっておりま

して、それなりに当然職員には負担はかかりま

すけれども、まとめてするよりは、かなり労力

的には軽減はされてはおると思っております。

○髙橋委員 もうくどくは申しませんが、すご

いコストをまた抱えるなと思って、委託という

か、委任している意味がなくなるかなと思いな

がら、説明を聞いてました。

手数料収入があるんだけれど、この歳出予算

説明資料の中に技能検定を実施する施設の管理

運営費、これもいわゆる技能検定に要する経費

として県が出しているわけですよね。

○久松労働政策課長 これは学園木花台に施設

を整備しております。それにつきましては、県

の施設でございますので、維持管理費も含めて

経費がかかっているという状況でございます。

○髙橋委員 部長からもありましたように、しっ

かり協会の指導なり徹底をしてください。
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○久松労働政策課長 松村委員の御質問に先ほ

どお答えできませんでしたけれども、歴史的に

は古く、昭和16年から旧技能検定という仕組み

ができまして、戦後は、昭和33年からずっと実

施をしてきてるという状況でございます。

○松村委員 ここの能力開発協会が昭和16年か

らやってるんですか。

○久松労働政策課長 組織の変遷はございます

が、今の能力開発協会が設立されましたのは54

年の４月で、ほかの法人と統合いたしまして、

今の形ができたのが昭和54年ということですか

ら、54年からはこの協会で実施をしてるという

ことでございます。

○二見委員長 ほかに質疑はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○二見委員長 それでは次に、その他、何かあ

りませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○二見委員長 それでは、以上をもって商工観

光労働部を終了いたします。執行部の皆様、お

疲れさまでした。

暫時休憩いたします。

午後２時22分休憩

午後２時29分再開

○二見委員長 委員会を再開いたします。

当委員会に付託されました議案等について、

県土整備部長の説明を求めます。

なお、委員の質疑は、執行部の説明が全て終

了した後にお願いいたします。

○図師県土整備部長 県土整備部でございます。

よろしくお願いいたします。

議案等の説明に入ります前に、まずお礼を申

し上げます。先月22日の産業開発青年隊の修了

式におきましては、二見委員長を初め県議会か

ら御出席を賜りました。まことにありがとうご

ざいました。この場をおかりしまして、お礼を

申し上げます。

続きまして、２点ほど御報告をさせていただ

きます。申しわけございませんが、座って御報

告をさせていただきます。

まず、１点目でございます。細島港の港湾計

画の改訂についてであります。

後ほど担当課長より詳しく御説明申し上げま

すけれども、平成21年より市民アンケートや長

期構想検討委員会等を開催いたしまして、細島

港の今後の新たな港湾計画を検討してまいりま

した。

このたび、２月29日に開催されました国土交

通省交通政策審議会に諮問され、大水深の15メ

ートル岸壁や24.5ヘクタールの工業用地の確保

などを主な内容とする計画改訂が原案どおり答

申を受けたところであります。

今後は、改訂計画に基づき、細島港における

物流の効率化、活性化に努めてまいりたいと存

じます。

続きまして、２点目でございます。これも後

ほど担当課長より詳しく御説明いたしますが、

えびの高原（硫黄山）周辺の道路規制について

でございます。

気象庁の火口周辺警報を受けまして、今週28

日午前11時より、県道１号小林えびの高原牧園

線の一部区間で道路規制を当分の間行うことと

いたしました。

地元住民や観光客など、利用者の皆様には御

不便、御迷惑をおかけいたしますが、道路利用

者の安全確保のため、御理解、御協力をお願い

したいと考えております。

最後に、３点目でございます。宮崎市佐土原

町で整備を進めてまいりました県道宮崎高鍋線、
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那珂工区につきましては、今月30日に開通する

こととなりました。この開通により、国道10号

の交通渋滞緩和や物流の効率化などの効果が期

待されるところであります。

今後とも、県内の道路網の整備に全力で取り

組んでまいりますので、引き続き、県議会の皆

様の御支援、御協力をお願い申し上げます。

それでは、今回の委員会で御審議いただきま

す県土整備部所管の議案等につきまして、その

概要を御説明いたします。

商工建設常任委員会資料の目次をごらんくだ

さい。

まず、議案でございますが、公共事業等の国

庫補助決定に伴う補正予算案などについてであ

ります。

次に、報告事項につきましては、道路の管理

瑕疵に係る損害賠償額を定めたことについて、

ほか１件でございます。

最後に、その他の報告事項といたしまして、

改正品確法に基づく運用指針への取組について、

ほか４件であります。

詳細につきましては、それぞれ担当課長から

御説明いたします。

なお、本日は、河川課長の土屋が病気療養の

ため、委員会を欠席させていただいておりまし

て、代理で河川課課長補佐の壹岐が出席をして

おります。どうぞよろしくお願いいたします。

私からは以上でございます。

○二見委員長 県土整備部長の概要説明が終了

いたしました。

次に、議案に関する説明を求めます。

○佐野管理課長 管理課であります。

まず、県土整備部の２月補正予算の概要につ

きまして御説明いたします。

委員会資料の１ページをお開きください。

この表は、今回の補正額及び補正後の額など

を一覧表にして取りまとめた県土整備部の予算

総括表であります。

表の中央の太線枠内をごらんいただきたいと

思います。左側のＣ列が今回の補正額で、一般

会計と特別会計を合わせました補正額は、58

億6,734万2,000円の減額となっております。

主な内容としましては、国庫補助事業や災害

復旧事業等の事業費の確定等に伴うものであり

ます。

なお、このうち国の補正に伴う増額分につき

ましては、右隣のＤ列の70億1,376万1,000円で、

全額が一般会計であります。これらを含みます

補正後の額は、650億5,339万3,000円となってお

ります。

次に、２ページをごらんください。

２の補助公共・交付金事業であります。補正

額は、Ｃ列の一番下の行で33億4,166万7,000円

の増額であります。

補助公共・交付金につきましては、Ｄ列の国

の補正に伴う増額がある一方で、Ｅ列のその他

にありますように、補正前の予算と国の交付決

定額との差額、いわゆる内示差も生じておりま

した。今回の国の補正によりまして、事業全体

では、内示差が解消された上に、事業費の上積

みができたというところでございます。

次に、３ページをお開きください。

３の直轄事業負担金につきましては、国の補

正に伴う増額もありましたが、当初予算計上額

と負担金確定額との差額が大きかったことから、

Ｃ列の一番下の行に記載のとおり、８億4,438

万3,000円の減額となっております。

次に、４の災害復旧事業でございますが、今

年度は災害が少なかったため、同じくＣ列の一

番下の行のとおり、78億9,079万7,000円の減額
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であります。

次の４ページは、補正の課別内訳となります。

次に、５ページをお開きください。

一般会計繰越明許費補正の集計表であります。

２月議会申請分の欄が、今回の申請額でありま

す。追加と変更分の合計で、26事業、155億6,600

万6,000円をお願いしております。

この結果、平成28年度への繰り越しを予定し

ております一般会計の繰越明許費は、一番下に

記載しておりますように、44事業、226億5,981

万8,000円となります。

次の６ページと７ページに繰り越しの事業ご

との内訳を掲げておりますが、これらの事業の

繰り越しの主な理由を申し上げますと、関係機

関との調整や用地交渉及び工法検討に日時を要

したことなどに加え、国の補正予算の関係によ

り、工期が不足することによるものであります。

次に、８ページをごらんください。

一般会計、債務負担行為補正を区分ごとに一

覧表にしたものであります。今回は、下のほう

の区分の通常分、これは、複数年にまたがる大

規模工事等の債務負担行為にということになり

ますが、これに加えまして、今回、国の補正に

伴う債務負担行為であるゼロ国債と公共工事の

早期発注、施工時期の平準化のための県単独公

共事業に係る債務負担行為、いわゆるゼロ県債

として、道路改良や河川改良などの事業を追加

しております。

次の９ページは、今御説明した債務負担行為

補正を議案書の形でお示ししたものであります。

次に、10ページをごらんください。

特別会計の繰越明許費追加であります。まず、

公共用地取得事業特別会計でありますが、用地

交渉等に日時を要したため、7,963万4,000円を

お願いしております。

次に、港湾整備事業特別会計では、関連する

工事のおくれによりまして、2,000万円をお願い

しております。

県土整備部の補正予算の概要は、以上であり

ます。

続きまして、管理課の補正予算につきまして

御説明をさせていただきたいと思います。

歳出予算説明資料の323ページ、管理課のイン

デックスのところをお開きいただけますでしょ

うか。

当課の補正予算額は、１億1,729万6,000円の

減額をお願いしております。その結果、補正後

の予算額は、19億2,831万4,000円となります。

以下、補正の内容につきまして御説明いたし

ます。

325ページをお開きいただきたいと思います。

（事項）建設業指導費であります。これは主

に、建設産業対策として実施しました建設産業

経営力強化支援事業のうち、新分野進出補助金

につきまして、本年度の所要額が当初の見込み

を下回ったことなどにより、3,037万3,000円の

減額となっております。

管理課からは以上であります。よろしくお願

いいたします。

○山路用地対策課長 用地対策課であります。

当課の補正予算について御説明します。

歳出予算説明資料の327ページをお開きくださ

い。

当課の補正予算額は、一般会計で6,631万5,000

円の減額、公共用地取得事業特別会計で2,203

万7,000円の増額、合わせまして4,427万8,000円

の減額をお願いしております。

その結果、補正後の予算額は、一般会計で２

億1,698万2,000円、特別会計で２億3,496万6,000

円、合わせまして４億5,194万8,000円となりま
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す。

以下、補正の主な内容について御説明します。

329ページをお開きください。

一般会計であります。まず、（事項）収用委員

会費であります。収用裁決案件に係る土地や物

件の鑑定料等の執行残により、2,233万円の減額

であります。

次に、（事項）特別会計繰出金であります。事

業費の確定に伴い、4,069万2,000円の減額であ

ります。

続きまして、330ページをごらんください。

公共用地取得事業特別会計であります。（事項）

公共用地取得事業費は2,203万7,000円の増額で

あります。これは、事業費の確定等に伴い、説

明欄１にあります土地を先行取得するための公

共用地取得事業費の4,069万8,000円の減額と、

説明欄２の一般会計への繰出金6,273万5,000円

の増額を行うものであります。

用地対策課は、以上であります。

○木下技術企画課長 技術企画課であります。

歳出予算説明資料の331ページをお開きくださ

い。

当課の補正予算額は、743万8,000円の減額を

お願いしております。

その結果、補正後の予算額は３億3,365万円と

なります。

以下、補正内容につきまして御説明いたしま

す。

333ページをお開きください。

まず、（事項）土木工事積算管理検査対策費で

あります。これは、労務費及び建設資材単価の

調査や電子納品・情報共有システムの整備管理

費に要する委託費等の執行残により、504万6,000

円の減額であります。

次に、（事項）公共工事技術力向上事業費であ

りますが、これは、県内の企業が開発した新し

い技術や工法等の情報を提供します新技術活用

促進システムに要する委託料等の執行残により

まして、182万6,000円の減額であります。

技術企画課は、以上であります。

○瀬戸長道路建設課長 道路建設課であります。

当課の補正予算について御説明いたします。

歳出予算説明資料の335ページをお開きくださ

い。

当課の補正予算額は、16億5,067万1,000円の

増額をお願いしております。

その結果、補正後の予算額は189億1,049

万4,000円となります。

以下、補正の内容について御説明いたします。

337ページをお開きください。

まず、（事項）直轄道路事業負担金であります。

これは、国の直轄事業費の確定等によるもので、

７億4,749万8,000円の減額であります。

次に、（事項）公共道路新設改良事業費であり

ますが、これは、国の補助金や交付金を受けて

道路の改築を行う事業で、国の補正予算等に伴

い24億2,749万円の増額であります。

その内訳でありますが、１の道路改築事業が、

地域高規格道路「都城志布志道路」の整備とし

て、18億4,000万円の増額、２の地方道路交付金

事業が５億8,749万円の増額であります。

道路建設課は、以上であります。

○馴松道路保全課長 道路保全課であります。

歳出予算説明資料の339ページをお開きくださ

い。

当課の補正予算額は、11億2,618万3,000円の

増額をお願いしております。

この結果、補正後の予算額は144億1,475

万1,000円となります。

以下、主な補正の内容につきまして御説明い
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たします。

341ページをお開きください。

（事項）道路管理費であります。道路台帳修

正費等の執行残により、3,500万円の減額であり

ます。

次に、（事項）公共道路維持事業費であります。

これは、緊急輸送道路等の防災対策や交通安全

対策などを行う事業であり、国の補正予算等に

より、11億5,927万2,000円の増額であります。

道路保全課は、以上であります。

○壹岐河川課長補佐 河川課であります。

歳出予算説明資料の343ページをお開きくださ

い。

当課の補正額は、66億7,027万9,000円の減額

をお願いしております。

その結果、補正後の予算額は106億9,489

万1,000円となります。

以下、補正の主な内容につきまして御説明い

たします。

345ページをお開きください。

まず、（事項）ダム施設整備事業費であります

が、国庫補助決定に伴う3,910万5,000円の減額

であります。

次に、346ページをお開きください。

（事項）公共河川事業費でありますが、国の

補正等に伴う２億9,605万5,000円の増額であり

ます。

次に、347ページをごらんください。

（事項）直轄河川工事負担金でありますが、

国の直轄事業費の確定等に伴う１億9, 1 1 6

万5,000円の増額であります。

次に、（事項）ダム管理費でありますが、事業

費の確定等に伴う1,770万1,000円の増額であり

ます。

次に、348ページをお開きください。

（事項）公共土木災害復旧費でありますが、

国の補助決定等に伴う71億1,143万9,000円の減

額であります。

次に、（事項）直轄災害復旧事業負担金であり

ますが、直轄事業費の確定に伴う7,622万7,000

円の増額であります。

河川課は、以上でございます。

○永井砂防課長 砂防課であります。

歳出予算説明資料の349ページをお開きくださ

い。

当課の補正予算額は、１億8,885万5,000円の

増額であります。

この結果、補正後の予算額は54億4,162万9,000

円となります。

以下、その内容につきまして主なものを御説

明いたします。

351ページをお開きください。

まず、（事項）公共砂防事業費であります。国

庫補助決定等により3,500万円の減額でありま

す。

次に、（事項）公共急傾斜地崩壊対策費でござ

います。これは、崖崩れのおそれがある箇所に

おいて、擁壁工や法面工等の整備や土砂災害警

戒区域等の指定のための基礎調査などを行う事

業で、国の補正予算等により２億5,110万円の増

額であります。

352ページをお開きください。

（事項）直轄砂防工事負担金であります。直

轄事業費の確定により、4,097万6,000円の減額

であります。

砂防課は、以上であります。

○蓑方港湾課長 港湾課であります。

歳出予算説明資料の353ページをお開きくださ

い。

当課の補正予算額は、一般会計で12億6,001
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万7,000円の減額と、港湾整備事業特別会計で890

万8,000円の減額をお願いしております。

補正後の予算額は、一般会計と港湾整備事業

特別会計を合わせまして、58億3,338万5,000円

となります。

このうち主なものについて御説明いたします。

355ページをお開きください。

まず、一般会計補正予算であります。（事項）

空港整備直轄事業負担金であります。これは、

宮崎空港の誘導路等の改良に係る直轄事業に対

する負担金で、事業費の確定により108万8,000

円の増額であります。

次に、（事項）公共海岸保全港湾事業費であり

ます。国庫補助決定等に伴い、１億30万円の減

額であります。

次に、356ページをお開きください。

（事項）特別会計繰出金であります。特別会

計の歳入増により、一般会計から特別会計への

繰出金が9,596万6,000円の減額となったもので

あります。

次に、（事項）直轄港湾事業負担金であります。

直轄事業費の確定により、２億1,889万1,000円

の減額であります。

次に、357ページをごらんください。

（事項）公共港湾建設事業費であります。国

庫補助決定に伴い、7,870万3,000円の減額であ

ります。

次に、（事項）港湾災害復旧費であります。平

成27年度は港湾災害がなかったことにより、７

億4,691万円の減額であります。

以上が一般会計補正予算であります。

次に、港湾整備事業特別会計補正予算につい

て御説明いたします。

358ページをお開きください。

（事項）宮崎港管理運営費であります。役務

費等の執行残に伴いまして、528万6,000円の減

額であります。

港湾課は、以上であります。

○森山都市計画課長 都市計画課であります。

当課の補正予算について御説明いたします。

歳出予算説明資料の359ページをお開きくださ

い。

当課の補正予算額は、４億9,551万6,000円の

減額をお願いしております。

その結果、補正後の予算額は25億5,162万1,000

円となります。

以下、補正の内容について主なものを御説明

いたします。

362ページをお開きください。

まず、（事項）土地区画整理事業費であります。

土地区画整理事業に要する経費の執行残に伴い

まして、1,090万円の減額であります。

その次の（事項）公共街路事業費であります。

国庫補助決定に伴いまして、３億4,067万円の減

額であります。

その下、（事項）公共都市公園事業費でありま

す。これも国庫補助決定に伴い、１億3,585万円

の減額であります。

次に、363ページをごらんください。

（事項）公共都市災害復旧事業費であります

が、これは、都市公園内において被災した公共

土木施設、公園内の園路でありますが、この復

旧を行う事業で、国庫補助決定に伴いまして、738

万6,000円の増額であります。

補正予算につきましては、以上であります。

次に、委員会資料の11ページをお開きくださ

い。

議案第65号「都市公園条例の一部を改正する

条例について」であります。

１の改正の理由につきましては、学校教育法
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等の一部を改正する法律による学校教育法等の

改正に伴い、所要の改正を行うものであります。

２の改正の内容についてであります。（１）学

校教育法等の改正に伴う改正につきましては、

学校教育法第１条に規定する学校に、新たに、

義務教育学校が追加されたことに伴いまして、

小学校児童及び中学校生徒の定義に「義務教育

学校」を追加するものであります。

次に、（２）利用者区分の定義等についての一

部改正についてですが、今までと運用は変わり

ませんが、今回の（１）の改正を機に定義等を

整理するものであります。

まず、①ですが、条例別表第２の注意書き、

そして附表１から４の注意書きにあります、児

童生徒の定義につきまして、幼稚園に「特別支

援学校の幼稚部」を追加するものであります。

次に、②です。これは、条例別表第２の注意

書きにつきまして、小学校児童、中学校生徒及

び高等学校生徒の定義に「特別支援学校」、「中

等教育学校及び高等専門学校」を追加するもの

であります。

次に、③ですが、条例別表第２の備考欄の幼

児の使用料に係る取り扱いにつきまして、「小学

校児童及び中学校生徒」を追加するものであり

ます。

３の施行期日につきまして、上記２の（１）

の改正につきましては、平成28年４月１日から、

また、上記２の（２）の改正につきましては、

公布の日から施行することとしております。

都市計画課は、以上であります。

○上別府建築住宅課長 建築住宅課であります。

歳出予算説明資料の365ページをお開きくださ

い。

当課の補正予算額は、7,678万4,000円の減額

をお願いしております。

その結果、補正後の予算額は22億8,452万6,000

円となります。

以下、補正の内容について御説明します。

368ページをお開きください。

（事項）建築物地震対策費であります。これ

は、民間事業者が今年度着工する予定であった

耐震改修工事が次年度に着工されることになっ

たことなどから、国庫補助決定に伴い、１億1,528

万7,000円の減額であります。

次に、369ページをごらんください。

（事項）公共県営住宅建設事業費であります。

これは、県営住宅の建てかえや環境整備を行う

事業で、国庫補助決定に伴い、１億1,070万5,000

円の増額であります。

次に、370ページをお開きください。

（事項）公共優良賃貸住宅供給促進費であり

ます。これは、地域優良賃貸住宅の整備を行う

民間事業者がなかったことなどから、国庫補助

決定に伴い、3,752万円の減額であります。

建築住宅課は、以上であります。

○山下営繕課長 営繕課であります。

歳出予算説明資料の371ページをお開きくださ

い。

当課の補正予算額は、4,703万7,000円の減額

をお願いしております。

その結果、補正後の予算額は６億3,918万9,000

円となります。

以下、補正の内容につきまして御説明いたし

ます。

373ページをお開きください。

まず、（事項）庁舎公舎等管理費でありますが、

庁舎公舎等の補修工事等の執行残によりまし

て、1,809万2,000円の減額であります。

次に、（事項）電気機械管理費でありますが、

庁舎等の機械、電気設備の維持管理業務委託等
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の執行残に伴い、1,553万4,000円の減額であり

ます。

次に、（事項）電話設備等管理費でありますが、

庁舎等の電話設備の維持管理業務委託費等の執

行残に伴い、206万円の減額であります。

営繕課は、以上であります。

○前内高速道対策局長 高速道対策局でありま

す。

歳出予算説明資料の375ページをお開きくださ

い。

当局の補正予算について御説明をいたします。

補正額は、１億549万8,000円の減額をお願い

しております。

その結果、補正後の予算額は15億6,899万5,000

円となっております。

次に、377ページをお開きください。

補正の内容につきまして御説明いたします。

（事項）の直轄高速自動車国道事業負担金で

ありますが、これは、国の直轄事業費の確定な

どにより１億549万8,000円の減額であります。

高速道対策局は以上です。

○二見委員長 執行部の説明が終了しました。

質疑はありませんか。

○原委員 337ページ、道路改築事業でしたか

ね、18億4,000万、志布志道路。悪いと言ってる

んじゃないです。大体鹿児島と半分半分、大ざっ

ぱに40キロとして、20キロ、20キロだと思いま

すが、過去には、鹿児島に負けてるんじゃない

かということで、かなり我々もいろいろ言って

きた時期もあるんですけれど、ここに来て、宮

崎のほうがかなり予算もつき出して、皆さんが

それぞれ頑張っていただいた結果だろうと思っ

てますけれど。ことし、こんだけ予算がついて、

あと来年以降、ぜひ弾みをつけて、早期に完成

するように願ってるわけですが、今後の見通し、

今回の予算についてもですけれど、もうちょっ

と詳しく、いろいろとお話しになりたいことは

あると思いますので、ちょっと御説明をお願い

したいと思います。

○瀬戸長道路建設課長 都城志布志道路につき

ましては、今委員が御指摘のとおり、梅北工区

に事業費で15億ついております。金御岳工区に

３億ということでついておりまして、梅北工区

につきましては、平成29年度供用ということで、

今完成時期を公表してるところでございます。

今回の補正で、ある程度の道路の形が見えて

くるのかなということで考えておりまして、今

現在、この補正予算に係る分の発注の手続を行っ

てるとこでございます。

あと、金御岳工区につきましては、先ほど言

いましたように、事業費で３億ということでご

ざいますが、鹿児島県側の末吉道路のほうが１

億8,000万の補正予算がついております。毎年、

行政の連絡会議を行っておりまして、鹿児島県

とも連携をとりながら、用地買収を進めていき

ながら、ある一定の時期に来たときに、今現在

まだ完成の時期を公表しておりませんので、見

通しが立った段階で完成の時期を公表するよう

にやっていきたいということで考えております。

○原委員 あと関連して、あそこの都城のイ

ンターから乙房を通るこの部分ですよね、この

あたりの進捗というか見通しというか、例えば

用地買収の関係とかは、今どういう状況になっ

てるんですか。

○瀬戸長道路建設課長 都城インターから五十

町インターまでの区間を国のほうで施工してい

ただいております。２つの区間に分かれており

まして、都城インターから乙房インターまでの

区間5.7キロございますけれども、この区間を都

城道路の２期区間として事業を進めております。
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今現在、私どもが把握しておりますのが、用

地の進捗率で36％、事業費の進捗率で８％と伺っ

ております。

乙房インターチェンジから五十町インター

チェンジまでを都城道路として国のほうで施工

していただいておりますけれども、このうち平

塚インターチェンジから五十町インターチェン

ジ、約1.9キロございますけれども、これはもう

既に供用をしております。

国のほうでは、この平塚インターチェンジか

ら北のほうに向かって南横市のインターチェン

ジがございますけれども、この区間2.8キロござ

いますが、平成30年度の供用目標に整備を進め

られてると伺っております。

都城道路の区間につきましては、用地の進捗

率が、乙房から南横市区間で75％、南横市から

五十町で99％の用地取得率と伺っております。

○原委員 結構進んでますね。

もうあと数年すると、見えてくるということ

ですよね。わかりました。ありがとうございま

した。

○横田委員 施工時期の平準化のために、今回

ゼロ国債、ゼロ県債を設定していただいて、大

変ありがたいなと思ってます。

この工事に関しては、年度明けたらすぐに発

注できるような段取りになってるんでしょうか。

○佐野管理課長 正式に議会の承認をいただい

てから契約という形にはなるんですが、事前に

準備は進めまして、実施が至急できるような形

をとりたいと考えております。

○横田委員 ちなみに工事の数としては、どれ

ぐらいの数になるんでしょうか。

○木下技術企画課長 ゼロ県債の工事の件数と

いうことでございます。ちょっと時間をいただ

き、後で報告いたします。

○横田委員 これをすることで、全体の件数が

ふえるということじゃないんですけれど、でも、

やっぱり皆さんが待ち望んでいたというか、そ

ういう事業でありますので、しっかりとその効

果を検証していただいて、また来年度、再来年

度につなげていっていただくといいなと思いま

すので、よろしくお願いいたします。

○佐野管理課長 先ほど横田委員の件数の関係

ですが、大体60件だということのようです。

○髙橋委員 347ページの日南ダムの返還金は、

これ何でしょうか。ちょっと教えてください。

○秋山ダム対策監 日南ダムの返還金について

お答えいたします。

日南ダムについては、現在、企業局のほうで

小水力発電の工事を行っておるんですけれども、

日南ダムがもともと治水ダムとして国庫補助を

受けて建設しております。新しくこのダムに発

電の目的で企業局が発電を行いますので、それ

に係る国庫補助の返還金として、企業局のほう

から全額受け入れをしまして、国庫のほうに返

還するものを計上しているものです。

○髙橋委員 わかりました。

あと一点、高速道対策局にお尋ねしますが、

１カ所しかありませんから、どこだというのは

すぐわかるんですけれど。先ほどの都城志布志

線は増額で、清武以南は負担金を準備してたの

に、減額補正をせざるを得んわけですけれど。

ざっくり、これ、事業費ベースに直すと10億超

えるんですか。負担金の割合がちょっと正確に

わかんないんもんですから。

○前内高速道対策局長 高速道対策局でござい

ます。

ざっくり申し上げると、負担率が大体１割か

ら２割の間ということになりますので、そこか

ら割り戻しますと、事業費ベースでいきますと、
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概算で※14億程度の事業費です。

○髙橋委員 本会議でも答弁の中で、いわゆる

清武南からの構造物に全て着手をされたという

ことで答弁いただいてますんで、着実に進んで

るなということはよくわかります。

あと、用地買収は全てクリアしたんでしょう

か。

○前内高速道対策局長 清武―北郷間、また北

郷―日南間、どちらも用地がネックになって供

用開始がおくれるというところはございません。

○髙橋委員 要するに、全てもう100％用地買収

は終わったということで理解していいんでしょ

うか。

○前内高速道対策局長 済みません、ちょっと

手元にデータはないのですが、県として把握し

てる限りでは、用地で今問題となっているとい

うのは、供用の面からはないと国から聞いてお

ります。

○髙橋委員 あとは、要するに、とにかくしっ

かりと国が、県のこの負担に見合う予算づけを

してくれることだと理解しましたんで、よろし

くお願いします。

○前内高速道対策局長 非常に重要な路線でご

ざいますので、国とも情報交換を密にしながら、

できるだけ早く供用ができるように努めてまい

りたいと思います。

○二見委員長 ほかに質疑はありませんか。よ

ろしいですか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○二見委員長 次に、報告事項に関する説明を

求めます。

○佐野管理課長 管理課であります。

損害賠償額を定めましたことにつきまして、

御報告いたします。

委員会資料の12ページをお開きいただきたい

と思います。

県有車両によります交通事故の損害賠償であ

ります。職員が運転する県有車両が、駐車場内

におきまして、相手方の車両と接触したことに

よるものであります。

損害賠償額は19万609円であり、全額、保険に

より支払われております。

交通事故防止につきましては、再三にわたり

注意を喚起してるところでありますが、今後と

も、機会あるたびに交通安全の啓発を行いまし

て、十分指導してまいりたいと考えております。

管理課は、以上であります。

○馴松道路保全課長 道路保全課であります。

委員会資料の13ページをお開きください。

道路の管理瑕疵に係る損害賠償額を定めたこ

とについて、地方自治法第180条第２項の規定に

基づき御報告いたします。

今回の報告は、人身事故が２件、物損事故が10

件の合計12件でございます。

それぞれの事故の内容について御説明申し上

げます。

発生日、発生場所等につきましては、資料の

左側の欄に記載のとおりでございます。

１番目の石跳ね上げ事故につきましては、道

路上に穴ぼこができた際に発生した大量のアス

ファルト片の一部が、通行車両によりはね上げ

られ、道路沿線で営業していた中古車販売店の

中古車展示場にありました車両７台を直撃し、

フロントガラス、フロントフードパネル等を損

傷したものであります。

本件は、その内容から被害者に過失を問うこ

とはできないと判断しておりますことから、過

失相殺は行っておりません。

２番目の枝落下事故から６番目の倒木事故の

※58ページに訂正発言あり
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５件につきましては、それぞれ道路上に落ちて

きた石や木が車両を直撃し、車両のフロントガ

ラス、ボンネット、ルーフ等を損傷したもので

あります。

本件は、その内容から運転者に過失を問うこ

とはできないと判断しておりますことから、過

失相殺は行っておりません。

次に、７番目の段差事故につきましては、道

路上の穴ぼこになっていた段差に自転車のタイ

ヤをとられ、転倒し、左鎖骨を骨折するなどし

たものであります。被害者に前方不注視の過失

がありますので、４割の過失相殺を行っており

ます。

一番下の側溝蓋不全事故につきましては、自

動車からおりた際に、側溝蓋が外れて側溝に落

下し、頸椎を捻挫するなどしたものであります。

被害者には、安全確認を怠った過失があります

ので、５割の過失相殺を行っております。

次に、14ページをお開きください。

１番目の支障木接触事故につきましては、道

路上に伸びてきた木に接触し、トラックの左側

の荷台部を損傷したものであります。運転者に

前方不注視の過失がありますので、４割の過失

相殺を行っております。

２番目の冠水事故につきましては、降雨によ

り一時的に側溝ますに枯れ葉が堆積し、道路上

に水たまりが発生していたところ、その水たま

りに進入し、車両が走行不能になったものであ

ります。運転者に運転操作不適の過失がありま

すので、５割の過失相殺を行っております。

３番目の落石事故につきましては、路上に落

ちてきた落石に乗り上げ、車両のバンパー及び

ラジエーター等を損傷したものであります。運

転者に前方不注視の過失がありますので、３割

の過失相殺を行っております。

一番最後の側溝蓋不全事故につきましては、

車両が通過した際に、側溝の一部が破損したこ

とによりはね上がりました側溝蓋に衝突して、

車両のマフラー等を損傷したものであります。

本件事故は、その内容から運転者に過失を問う

ことはできないと判断しておりますことから、

過失相殺は行っておりません。

損害賠償額は８万4,460円から148万5,720円と

なっておりまして、全て道路賠償責任保険から

支払われます。

説明は以上でありますが、引き続き道路パト

ロールを徹底するなど、道路施設の安全確保に

努めてまいりたいと考えております。

道路保全課は、以上であります。

○上別府建築住宅課長 建築住宅課でございま

す。

委員会資料の15ページをお開きください。

県営住宅の管理上必要な訴えの提起、和解及

び調停について、地方自治法第180条第２項の規

定に基づき御報告いたします。

家賃滞納者に対する訴えの提起についてであ

ります。

表に記載しております県営住宅の入居者でご

ざいますが、家賃を長期間滞納しておりました

ので、明け渡しの請求を行いましたところ、誠

意ある対応が見られず、期限までに住宅を明け

渡さなかったことから、住宅の明け渡し請求と

家賃等請求の訴えを提起するものであり、表の

右端の専決年月日にそれぞれ専決処分を行って

おります。

なお、表の下段の入居者につきましては、訴

えの提起後に滞納していた家賃等を全額納付し

ましたことから、訴えを取り下げております。

建築住宅課は、以上であります。

○二見委員長 執行部の説明が終了しました。
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質疑はありませんか。

○横田委員 落石事故についてですけれど、山

間部の道路とかには落石注意という看板が結構

ありますけれど、あれがある区間というか、そ

れの過失というのは、かなりやっぱり高くなる

ということになるんでしょうかね。標識がある

なしで運転手の過失が変わってくるのか。

○馴松道路保全課長 ※看板のありなしで、過失

割合が変わってくるということは特にないです。

例えば道路が直線であったとか、雨が降ってい

たとか、要するに見えづらかったとか、そういっ

たことは加味したり、あとは本人がスピードの

状況がどうであったかとか、そういったことは

割合に関係してくると思います。

○横田委員 看板で注意を促してるわけだから、

ドライバーの過失は、高くなるような気もする

んですけれど、全然それは関係ないんですか。

○馴松道路保全課長 基本的に未改良区間で

あったり、これまでも落石があったとこについ

ては、基本的に落石注意の看板は設置するよう

にはしています。ということで、基本的にそう

いったおそれがあるとこについては看板がある

と。それでもやっぱり落石が起きて事故が起き

てるというような状況です。

○横田委員 あの看板の意味は、落ちてくるか

ら気をつけなさいじゃなくて、落ちてるかもし

れないから、気をつけてくださいということで

しょう。

○馴松道路保全課長 そうです、直撃の分は、

なかなか注意しようがございませんの、落ちて

いる石に乗り上げないように注意してください

というのが意味になります。

○横田委員 わかりました。いいです。

○髙橋委員 今やりとりを聞きながら、ちょっ

と考えたんですけれど。落石だから、落ちたも

のにぶつかることは、これ前方不注意とかで過

失割合が問われますよね。これは間違いなく、

上から落ちてきたということを加味の上で、我

がほうが10割負担なんですよね、倒木にしても。

○馴松道路保全課長 直撃したものについては、

なかなか避けようがないということで、過失相

殺は問うておりません。

○原委員 番号がついてませんけれど、13ペ

ージの一番下から２番目と最後のですね。財部

庄内安久線、年度はちょっと違うんですけれど、

同じ線で２カ所というのは、この中でここだけ

かなと思いますが。一つは、平成25年になって

ますね、あとは全部新しいんですけれど、これ

だけ25年というのは何か、保険の確定までに時

間を要したということでしょうか。

○馴松道路保全課長 下から２番目の財部庄内

安久線の段差事故につきまして、これは人身事

故でございまして、実際その人身事故の場合は、

治療費とかが確定するのに、ほぼ１年ほどかかっ

ております。その後、この事故は、自転車の事

故だったんですけれど、ロードレースに出るよ

うな自転車ということで、特別なバイクだった

ということも、補償の算定のときに、ちょっと

時間がかかってる状況にございます。

○原委員 財部庄内安久線、同じ線上ですけ

れど、この道路が相対的に、この２カ所は近い

んですけれど、手入れを怠っているということ

はないでしょうね。

○馴松道路保全課長 この財部庄内安久線、た

またま同じ路線上ですけれど、事故の内容につ

きましては、全く関係ない中身になってまして、

穴ぼこと側溝蓋の不全事故ということで、側溝

蓋の不全事故のほうも、なかなかパトロールで

見てわかるような事故じゃなくて、蓋を外さな

※次ページに訂正発言あり
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いとわからなかったような、蓋のかかりのとこ

がちょっと欠けていたというような事故でして、

道路の巡視とかパトロールに問題があったとは

考えておりません。

○原委員 これは保険に全部入っているわけ

ですよね。保険として、何年間にどれぐらいお

支払いになっているわけですか。

○馴松道路保全課長 保険は、過去10年間の保

険を払っていただいたものを参考に、保険会社

のほうから見積もりをとって決めています。例

えば、ことし27年度につきましては、717万4,000

円ほどを保険料として支払っております。

○原委員 要するに１つの保険に県として

入っているわけですね。そしてこういう事故が

あった場合に、向こうの過失等を加味しながら

相殺して、ここに損害賠償額が出てるわけだけ

れども。いずれにしても、年間に県がその保険

加入のために払っている保険料は717万4,000円

ということですか。そういう理解でいいんです

かね。

○馴松道路保全課長 そうです。保険料が717

万4,000円です。これは年によって変わります。

例えば大きな支払いがあった年とかの翌年とか

は、保険料が高くなる。そういうふうになりま

す。

○原委員 わかりました。

○前内高速道対策局長 済みません、ちょっと

計算間違いしておりましたんで、県費の補正が

約1.05億、負担率が約12％ということで、1.05

を0.12で割りますと約９億ということでござい

ますので、ちょっと14億というのは間違いでご

ざいます。訂正して、事業費ベースで約９億で

ございます。

○馴松道路保全課長 先ほど横田委員のほうか

ら、看板ありなしで過失割合が変わるのかとい

う質問がございました。ちょっと修正させてい

ただきたいと思います。

走っている車両に対しては、看板のありなし

は、特にその割合に関係ないということですけ

れど、ただ、その看板があるのにもかかわらず、

例えばそこに車を停車していた。そのときに上

から落石があって被害に遭った。そういった場

合は、看板があるのにそこにとめてたというこ

とで、相手方の過失があるということで、看板

ありなしでも、若干そういったとこもあるとい

うことです。失礼しました。

○二見委員長 よろしいですか。それでは、次

に、その他の報告事項に関する説明を求めます。

○木下技術企画課長 技術企画課であります。

改正品確法に基づく運用指針への取組につい

て御説明いたします。

委員会資料の16ページをお開きください。

建設業を取り巻く環境が悪化し、現場技術者

の高齢化や若年入職者の減少といった問題が生

じている背景を受けまして、現在及び将来の公

共工事の品質確保とその担い手の中長期的な育

成・確保を目的とした「公共工事の品質確保の

促進に関する法律」が、平成26年６月に改正・

施行されております。

また、改正品確法の理念を実現するために、

発注者が守るべき共通のルールを定めた「発注

関係事務の運用に関する指針」が、平成27年４

月から施行されたところであります。

この指針に基づきまして、本県では、次の５

項目について取り組みを行っているところであ

ります。

まず、（１）の予定価格の適正な設定について

であります。

本県では、国に準じて、建築・設備工事を除

く工事の積算において、平成27年４月から、一
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般管理費等の諸経費を割り増しするとともに、

平成28年２月には、積算に使用する設計労務単

価を引き上げるなど、予定価格の適正な設定に

取り組んでいるところであります。

次に、（２）の歩切りの根絶についてでござい

ます。

歩切りとは、設計書金額から一定額を減額し

て予定価格を決定する行為のことでありますが、

この歩切りを廃止するよう、指針には定められ

ております。

県では従来から対応済みであり、また、市町

村に対しても市町村長への説明や関係会議での

周知を実施した結果、平成27年７月１日以降、

県内全市町村において撤廃されたところであり

ます。

次に、（３）の低入札価格調査基準又は最低制

限価格の設定・活用の徹底等についてでござい

ます。

これまで設定がなされておりませんでした草

刈りや沿道修景、構造物点検等の委託業務にお

いて、平成28年４月より最低制限価格を新たに

設定するものであります。

次に、（４）の適切な設計変更、受注者との情

報共有、協議の迅速化についてであります。

契約変更などにおける責任の明確化及び契約

内容の透明化を図るため、現在、「設計変更・工

事一時中止ガイドライン」の策定を進めており、

平成28年４月から施行する予定でございます。

次に、（５）の発注や施工時期の平準化、発注

者間の連携体制の構築についてであります。

今回、発注や施工時期の平準化のため、ゼロ

国債、ゼロ県債を設定するとともに、昨年９月

に、国、県、市町村で構成される連絡協議会の

支部会を設置し、県内11支部で連携体制を構築

したところです。

また、工事開始前に資材や労働者確保の準備

を行うための余裕期間を設定した建設工事の試

行も実施したところであります。

今後の取り組みとしましては、これまでの取

り組みを継続しますとともに、連絡協議会等を

通じて、情報共有や連携強化に努め、発注や施

工時期の平準化等の取り組みを進めてまいりま

す。

また、市町村に対しましては、さまざまな機

会を通じて、最低制限価格の設定や設計変更・

一時中止ガイドラインの策定など、改正品確法

に係る取り組みについて、情報の提供や助言を

行っていきたいと考えております。

今後とも、将来にわたる公共工事の品質確保

とその担い手の中長期的な育成・確保のため、

さまざまな取り組みを進めてまいりたいと存じ

ます。

技術企画課につきましては、以上でございま

す。

○永井砂防課長 砂防課であります。

委員会資料の17ページをお開きください。

土砂災害危険度情報の一般公開の開始につい

て御説明いたします。

まず、１の目的であります。

大雨により土砂災害の危険度が高まったとき

に、宮崎地方気象台と共同で土砂災害警戒情報

を発表し、県民へ警戒を呼びかけています。

しかしながら、近年、土砂災害は局地化・激

甚化する傾向にあり、県民に対して、より適切

な時期に危険な範囲を絞り込んだ情報を提供す

ることが求められています。

このため、防災担当者向けに提供しています

土砂災害危険度情報を一般に公開し、県民一人

一人の早期の避難判断を促すとともに、地域の

自主防災組織等で情報を活用することにより、
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地域における防災力の向上を図るものでありま

す。

２の概要でございます。

危険度情報は、県庁ホームページにより県民

に提供することとしております。

危険度情報の内容でございますけれど、右ペ

ージの上段にイメージ図を示しておりますが、

まず、土砂災害の危険度が高まっている状況を

周知するため、地形図または航空写真上に１キ

ロ四方の領域ごとの危険度を色分けして表示す

ることとしております。

また、２番目ですけれど、土砂災害の危険度

が高まっている領域において、より範囲を絞り

込んだ区域を周知するために、土砂災害警戒区

域と危ない場所を重ねて表示するようにしてい

ます。

（２）の閲覧方法でございますが、閲覧はパ

ソコン、スマートフォン、携帯電話からインタ

ーネットに接続する方法を予定しております。

公開時期としては、平成28年５月下旬を予定

しております。

右ページの下のフロー図をごらんください。

この図は、警戒情報が発表されてから避難開

始までの流れをあらわしています。左側が現状

で、まず、土砂災害警戒情報を市町村で発表し

ており、その際、市町村へは、土砂災害の危険

度が高まったと判定した領域を土砂災害危険度

情報として提供しております。市町村長は、こ

の情報により、対象地区を絞って避難勧告を発

令し、住民に対して避難を促しているところで

あります。

今回、一般に公開することによって、右側に

なりますけれど、県民がみずからのパソコンや

スマートフォン、携帯電話を使い、より早く情

報を得ることで、現在地の危険度を確認できる

ようになるため、より早期の避難判断が可能と

なると考えております。以上です。

○蓑方港湾課長 港湾課であります。

細島港港湾計画の改訂について御説明いたし

ます。

委員会資料の19ページをお開きください。

重要港湾は、港湾法に基づきまして、通常、10

年から15年後の将来の利用状況を考慮して、施

設の規模、配置などにつきまして、港湾計画を

改訂することとなっております。

まず、１の改訂の背景であります。

細島港におきましては、平成９年７月に港湾

計画を改訂し、昨年６月に供用しました国際物

流ターミナルや沖防波堤などの整備を行ってき

ております。

このような中、高速道路網の整備や企業の進

出など、周辺を取り巻く状況が大きく変化して

きており、バルク貨物船の大型化や企業立地の

ための新たな用地の確保、南海トラフ巨大地震

・津波等への備え、港のにぎわい創出などの新

たな課題への対応が必要となっております。

このため、これらの経済社会情勢の変化や細

島港への要請などを踏まえ、港湾計画を改訂す

るものであります。

次に、２のこれまでの取組についてでありま

す。

港湾計画改訂に向けて、港湾計画の目標年次

であるおおむね10年から15年後及び長期構想の

目標年次である20年から30年後を見据えた細島

港の将来像を検討するに当たりまして、平成21

年度から市民アンケートや企業ヒアリングなど

の基礎調査を実施するとともに、平成24年度か

らは、学識経験者、地元関係者などで構成する

長期構想検討委員会や地元の利用者などで構成

します地域懇談会などを開催し、幅広く意見を
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聞きながら検討を進めてまいりました。

今年度は、最終の長期構想検討委員会を１月21

日に開催し、港湾計画案を取りまとめ、２月３

日に県の審議会、２月29日に国の審議会に諮問

し、それぞれ原案どおり答申を受けたところで

ございます。

今後は、国土交通大臣の確認を経まして、県

におきまして、港湾計画の概要の公示を行う予

定であります。

次に、３の今回の改訂内容であります。

今回の計画は、目標年次を平成40年代前半と

しております。

計画の基本方針は、「物流・産業」、「安全・

安心」、「交流・環境」の３項目としております。

20ページをごらんください。

計画施設の内容につきまして、４つの地区ご

とに御説明いたします。

なお、太枠の四角の中に各地区の主な計画施

設を示しております。

まず、航空写真、左側の工業港地区でありま

すが、①は貨物船の大型化に対応するため、７

万トン級の貨物船が入港可能となる水深15メー

トルの岸壁の整備、②は水深15メートルの航路

・泊地の整備、③は24.5ヘクタールの工業用地

の造成を行うものであります。

次に、右上の外港地区でありますが、工業港

地区の新たな岸壁の静穏度を確保するために、

④になりますが、北沖防波堤を現在の450メート

ルから600メートルに延伸するものであります。

次に、写真の中ほどの白浜地区でありますが、

木材関連貨物に対応するための岸壁の整備とし

まして、⑤は水深10メートルの岸壁の整備、⑥

は中国木材株式会社が水深5.5メートルの専用岸

壁を整備するものであります。

それから、⑦は国際コンテナターミナルの水

深13メートルと10メートルの２つの岸壁の耐震

化、⑧は津波時の避難階段などを備えた避難緑

地を牧島山に２カ所整備するものであります。

最後に、写真の下側の商業港地区であります

が、⑨は町並みなどを生かして、交流拠点とす

るための緑地の整備、⑩は小型船だまりの機能

の充実を行うため、小型桟橋１基と防波堤100メ

ートルを整備するものであります。

今後は、この港湾計画改訂に基づき、細島港

のさらなる発展に取り組んでまいりたいと考え

ております。

説明は以上でございます。

○森山都市計画課長 都市計画課であります。

都市計画に関する基本方針の改定について御

説明いたします。

委員会資料の21ページをお開きください。

都市計画に関する基本方針の改定につきまし

ては、昨年６月の常任委員会におきまして、作

業の着手について御報告したところでございま

すが、今回は、その中間報告でございます。

まず、１の改定の背景であります。

都市計画に関する基本方針は、平成16年度に

策定し、おおむね20年後を目標とした県全体の

都市施設の配置や土地利用など、都市計画に関

する基本的な考え方を示したものであります。

しかしながら、策定後に市町村の合併が進展

したこと、高齢化や人口減少など社会情勢が変

化したこと、さらには東日本大震災等を教訓と

した災害に強いまちづくりが求められているこ

となどから、平成27年３月から改定に着手した

ところでございます。

続きまして、２のこれまでの検討状況であり

ます。

改定に当たりましては、県内を６つの圏域に

分け、各圏域ごとに設置しました県の出先機関
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及び市町の職員で構成する地域作業部会や都市

計画審議会の下に設置されました有識者で構成

する専門委員会などで議論を重ねながら、作業

を進めているところであります。

次に、３の主な改定のポイントであります。

改定に当たりましては、まずは、現行の基本

方針で示された都市施設の配置や土地利用を現

状に即した内容に見直しますとともに、次の２

つの課題への対応方針について、新たに記載す

る予定であります。

課題の１つ目は、人口減少や高齢化への対応

であります。

この課題に対しましては、①公共施設や医療

・福祉施設などのさまざまな都市機能が集約さ

れ、快適で安心して暮らせるまちづくりを目指

すという観点から、また、②大小様々な街が、

公共交通機関や幹線道路で有機的に結ばれ、そ

れぞれが持つ都市機能を相互に補完し合えるま

ちづくりを目指すという観点から、その対応方

針を記載する予定であります。

課題の２つ目は、地震・津波など大規模災害

への対応であります。

この課題に対しましては、生命や財産を守る

ために必要となるハザードマップ作成などのソ

フト対策や防災施設や避難路・避難施設整備と

いったハード対策などの関連する各分野のさま

ざまな施策との連携や整合が図られた大規模災

害に強いまちづくりを目指すという観点から、

その対応方針を記載する予定であります。

今御説明しました２つの主な改定ポイントを

中心に、現在、改定素案を作成してるところで

あります。

最後に、４の今後の改定スケジュールについ

てであります。

まず、今月開催いたします都市計画審議会に、

先ほど御説明しました改定のポイントを報告い

たしまして、８月の都市計画審議会では、改定

原案について報告する予定であります。

その後、９月に、この常任委員会で改定原案

の御説明をさせていただきまして、10月のパブ

リックコメントを経て、来年２月に改定案を議

会に上程する予定としておりますので、よろし

くお願いいたします。

都市計画課は、以上であります。

○馴松道路保全課長 道路保全課であります。

委員会資料の23ページをごらんください。

えびの高原（硫黄山）周辺の道路規制につい

てであります。

平成28年２月28日午前11時にえびの高原（硫

黄山）周辺の火口周辺警報が発表されたことに

伴い、県道の通行規制を行いましたので、御報

告いたします。

１の路線名ですが、県道１号小林えびの高原

牧園線を、２の規制の内容等にありますように、

全面通行止めをえびの市原田の展望所からえび

の高原の県道30号えびの高原小田線との交点ま

での約５キロメートルの区間、また、大型自動

車通行止めを小林市南西方の料金所跡からえび

の市原田の展望所までの約８キロメートルの区

間を行っておりまして、３にありますように、

２月28日午前11時から規制を開始したとこであ

ります。

24ページの地図をごらんください。

地図の中ほど下に硫黄山及びその周辺１キロ

メートルの範囲を示しております。この範囲が

立入禁止となっている範囲でありますが、この

中に県道１号小林えびの高原牧園線の一部が

入っておりまして、通行に危険があるというこ

とで、通行規制を行ったものであります。

左の資料にお戻りください。４にありますよ



- 63 -

平成28年３月３日(木)

うに、県道30号えびの高原小田線を利用するこ

とによりまして、えびの市からえびの高原及び

鹿児島県への通行が可能でありますので、案内

看板を設置して、迂回路を周知しているとこで

あります。

今後も、道路利用者の方に対しまして、迂回

路等の情報提供を行うなど適切に対応を行って

まいりたいと考えております。

道路保全課は、以上であります。

○二見委員長 執行部の説明が終了しました。

質疑はありませんか。

○横田委員 都市計画に関する基本方針につい

てお尋ねします。

部長の最初の御挨拶の中に、県道宮崎高鍋線

の那珂工区の開通の話がありました。今月30日

に開通ということで、すごく利便性が高まって、

多くの県民が利用してくださるんじゃないかな

と思っております。

その道路を一つの例として、ちょっと話をさ

せていただきたいんですけれど、佐土原の町に

は、昔から本町商店街という商店街があったん

ですけれど、もう今はシャッター通りとも言え

ないぐらい情けない姿になってるんですけれど。

でも、地元の人たちはにぎわいが欲しいという

ことで、ずっと言われてるんですよ。それと、

広瀬バイパスも今工事してますよね。すごく交

通の便がよくなるということは、それをもとに

したにぎわいというか、まちづくりもあってい

いんじゃないかと、いつも思うんですよね。

私は一般質問でも言ったことがあるんですけ

れど、またあそこにフーデリ―というお店があっ

て、今でもかなりのお客さんが来られてるんで

すけれど、そのお店を核にして、その周りの商

店街とかそんなものができないもんかなって、

いつも思ってます。でも、その周りは市街化調

整区域とかそういう土地規制法がかぶってます

ので、なかなか今の現状ではできないんですよ

ね。その道路が新しく抜けるということは、やっ

ぱり都市計画の中で考慮してもいいんじゃない

かなと思うんですけれど、そこらあたりの考え

はいかがでしょうか。可能性とかありますか。

○森山都市計画課長 道路が新しく抜けたり、

改良されたりすることによって、便利になって、

その周辺に大規模な店舗ができたりとか、そう

いうことになったりしておりますけれども、そ

ういったところでの都市計画上、まちの構成が

できないかという御質問だと思います。

今確かに便利にはなってきておりますが、今、

都市計画のほうの方針としましては、市街地を

拡大させないということ、つまりコンパクトシ

ティー化ということで全国的に動いてきており

ますけれども、これは、先ほどおっしゃいまし

たお店みたいなところとか、病院ですとか、公

共施設ですとか、そういった都市の都市機能と

なるような施設をある程度集積強化して、防災

上の向上ですとか、まちなか居住、そして再整

備を促進するということで、今あるまちの中で、

大きいまち、中ぐらいのまち、小さなまちとあ

る程度まとまりでありますけれども、そういっ

たところに都市機能等を置きまして、人口減少

・高齢化社会でございますけれども、こういっ

た人口減少・高齢化が進行しても、それぞれの

まちで、快適で安心して暮らせる都市というの

をつくろうということで目指しております。

そして、このまちをそれぞれつなぐというこ

とで、公共交通などのネットワークを進めてい

こうということで、施策としては行っていると

こでございまして、基本方針もその方針で、今

策定してるとこでございます。

委員のおっしゃいました都市の道路整備に
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よって、都市の移動とかいうこともあると思い

ますが、それは、佐土原町は今宮崎市でござい

ますけれども、宮崎市そしてまた地元のほうで

どのようなまちづくりをされるかということに

もなろうかと思います。

そして、先ほど申しましたけれども、周囲が

市街化調整区域ということになっているようで

ございますけれども、現在では、先ほど御説明

しましたように、市街化の拡大はちょっと考え

ておりませんので、できれば人口減少・少子高

齢化に向けまして、コンパクトなまちづくりと

いうことで、行っていきたいと考えているとこ

ろでございます。

○二見委員長 ここで委員の皆様にお諮りいた

します。

本日の日程は午後４時までとなっております

が、このまま継続してよろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○横田委員 確かに人口減少の時代に入って、

むやみに市街化区域を広げるというのはいかが

なものかなという思いもあります。でも、旧来

のまちは、さっき言ったように、もうシャッタ

ー通りも通り越して、商店街そのものがなくなっ

てるんですね。そこにまたコンパクトにまとめ

てというのは、まずできないと思うんですよね。

だから新たなところにそういう機能を持たせた

ほうが、ずっと効果的だと思います。

イオンの周辺だって、昔は何もなかった田ん

ぼだったわけで、あそこも一つの大きなまちに

なってしまってますよね。そういう観点も、やっ

ぱり持つ必要もあるんじゃないかと思うんです。

簡単にいかないことは十分にわかってるんです

けれど、ぜひ、検討する中で、ひとつ皆さんで

知恵を出し合って、検討していただければあり

がたいなと思いますので、よろしくお願いしま

す。

○大迫県土整備部次長（都市計画・建築担当）

都市計画、今回の基本方針の策定の中で、もち

ろんそういったことも含めて検討してまいるん

ですけれども、この基本方針の考え方というの

は、委員がおっしゃいました、商業地区だった

り、工業地区であったり、それから住宅地域で

あったり、そういったものをまちの中でそれぞ

れどういった形で配置をしていくのかという基

本的な方針を決めていくものであります。

県内それぞれ中山間地域と宮崎のような都市

部は違いますので、県内を６地域に分けて、そ

れぞれの地域の課題に応じた基本的な考え方を

示すもので、それに基づいて、今度は各市町村

が具体的な都市計画というものを決めていくと

いうことになりますので、そういったことにつ

いては、市町村を支援する形で、私どもがアド

バイスをしていきたいと考えております。

○西村委員 細島港の改訂計画が無事に原案ど

おりということで、昨日も部長を初め県からも

多くの方に来ていただいて、ポート・オブ・ザ

・イヤーの祝賀会が大々的にありまして、地元

もあわせてこの港湾計画が原案どおりになった

ことを非常に喜んでおります。

今後は、この目標に沿って、どれだけ予算を

獲得して、用地の確保であったりとか、実際の

計画に移っていくとは思うんですけれども、こ

れ当然、私も長年この研究をずっと地元の方と

もやってきたんで、なかなか簡単ではないなと

思っております。

そこで、先ほどの都市計画の横田議員が質問

された部分と非常にこれ密接なかかわりがある

と思います。特に港湾の部分の背後地は、ほと

んどが調整区域になってまして、その部分で今

工業用地に活用できないという部分もあります
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し、また、日向市の細島一帯が非常に土地が低

いところもありまして、防災の観点からも、い

わゆる避難路であったり、避難場所であったり

というものを確保する必要があると思いまして、

その１ページ前の危険度情報のことも踏まえま

して、一体となって連携してやっていかなけれ

ば困るんですが。とりあえず、この計画が実際

に移っていく中にあって、この都市計画課のほ

うの質問なんですけれど、こういう県の港湾計

画というものも、この都市計画のほうにしっか

りと反映されていくのかというのをあわせて伺

いたいと思います。

○森山都市計画課長 細島の港湾計画等でござ

いますけれども、当然、都市計画のほうで土地

利用ですとか、あるいは道路関係、それとか防

災関係と関係してきますので、港湾計画のほう

の考え方といいますか、施策とも調整しながら

都市計画にも反映させていくというふうに考え

ております。

○西村委員 ありがとうございます。もう既に

この工業地帯もあいてる土地がほとんどない。

企業誘致も四十数社来ていただいて、非常に日

向にとってはありがたい追い風となっておりま

すし、今高速道路効果も相まっておりますので、

できる限り速やかに、この調整区域であったり、

工業地域の見直しというものも図っていただき

たいと要望しておきます。防災の観点からも要

望しておきます。

○原委員 私も離れたとこにいるもんですか

ら、素朴な質問で、わかるとこでいいんですけ

れど、こういう例えば細島港からの移出入額と

いうんでしょうか、額にして大体どれぐらいの

移出入が年間に行われるものですか。目安とし

てなので細かい数字は要りませんが、教えてく

ださい。

○蓑方港湾課長 ちょっと統計が若干古いんで

すけれど、平成24年におきまして、貿易額にな

ります。輸出が506億円、それから輸入が369億

円でございます。

○原委員 今のは、海外との貿易ですか。

○蓑方港湾課長 今のは海外との貿易額で、こ

れは税関の統計から出てる金額でございまして、

税関でのお金です。国内における額につきまし

ては、数字というのはちょっとございません。

ちょっとそこは出てなくて、貿易額です。

○原委員 目安として知りたいわけですから、

また後日で結構ですから、貿易が幾ら、国内の

移出入が幾らというのを教えていただくと、あ

りがたいと思います。よろしくお願いします。

○髙橋委員 私もちょっとお金の面を聞きます

けれど、改訂では、目標年次の平成40年代前半

にその整備を終わらせるという理解でいいんで

すよね。それで事業費はおおむねどのくらいか

かるもんなんでしょう。もしおわかりであれば。

○蓑方港湾課長 これは目標年次につきまして

は、平成40年代前半の時点の港の姿というのを

計画として位置づけるということでありまして、

整備につきましても、そこを目標という形の前

提で考えております。

事業費につきましては、今後設計とか行って

いきながら決めていくという形にはなりまして、

はっきりした数字が、きちんとした数字が出て

るわけではございません。

○髙橋委員 恐らくびっくりするような額じゃ

ないかなと思うんですけれど、当然、これ日向

市が10分の１、県が10分の４でよかったですか

ね。それで平成40年代前半にこういった姿にす

るということになれば、結局、２巡目国体が平

成30年末にあるわけで、ある意味、非常にやり

くり、いろいろ県の負担というのは、それなり
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に予想されるわけだから、非常に悩ましいいろ

んな課題があるなと思いながら、いろいろ私な

りに想像していたわけなんですよ。これはこれ

として、私、別に反対するわけじゃないですよ。

細島港も県益のために、しっかり整備されてそ

れなりの経済効果を出してほしいし、当然、私

の地元の油津港も改修、そこにしっかり予算を

つけていただいて、県南の核となって働いてほ

しいというのがあるんですが。そういう心配が

一つ、いわゆるちょうどお金が重なっているよ

なということが一つですね。

それと、私の聞き違いかもしんないですけれ

ど、⑥の中国木材の専用の岸壁を、「中国木材が」

とおっしゃったんですけれど、中国木材が整備

するということでよろしいんですね。

○蓑方港湾課長 ⑥のところの岸壁、マイナ

ス5.5メートル、ページでいきますと、20ページ

になりますけれども、20ページにあります真ん

中あたりの白浜地区の⑥というのがございまし

て、ここが水深5.5メートルの岸壁でありますけ

れども、これは専用岸壁でございまして、これ

は中国木材さんが整備するという予定でござい

ます。

○髙橋委員 ちなみに補助とかそういうのがあ

るんですか。

○蓑方港湾課長 補助とかそういうのはござい

ません。

○髙橋委員 大したもんですね。わかりました。

ありがとうございました。

○二見委員長 ほかに質疑はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○二見委員長 その他で何かありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○二見委員長 以上をもって県土整備部を終了

いたします。執行部の皆様お疲れさまでした。

暫時休憩いたします。

午後４時８分休憩

午後４時11分再開

○二見委員長 委員会を再開いたします。

ここで皆様にお伺いします。本日の審査内容

を踏まえ、御意見があればお願いいたします。

暫時休憩します。

午後４時12分休憩

午後４時12分再開

○二見委員長 委員会を再開いたします。

きょうの審査内容を踏まえ、意見がありまし

たらお願いいたします。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○二見委員長 次に採決についてですが、委員

会の日程の最終日に行うこととなっております

ので、あした行いたいと思います。開会時刻は13

時といたしたいのですが、よろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○二見委員長 それでは、そのように決定いた

します。

次に、委員長報告骨子（案）についてであり

ます。本来であれば、採決後に御意見をいただ

くところですが、今回は日程的に余裕がありま

せんので、この場で協議させていただきたいと

存じます。

委員長報告の項目及び内容について、御意見

をお願いいたします。

暫時休憩します。

午後４時13分休憩

午後４時13分再開

○二見委員長 委員会を再開いたします。

それでは、委員長報告につきましては、正副
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委員長に御一任いただくことで御異議ありませ

んか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○二見委員長 それでは、そのようにいたしま

す。

その他何かありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○二見委員長 では、何もないようですので、

以上で本日の委員会を終了いたします。

午後４時13分散会
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午後１時０分再開

出席委員（８人）

委 員 長 二 見 康 之

副 委 員 長 河 野 哲 也

委 員  原 正 三

委 員 横 田 照 夫

委 員 松 村 悟 郎

委 員 野 﨑 幸 士

委 員 髙 橋 透

委 員 西 村 賢

欠席委員（なし）

委員外議員（なし）

事務局職員出席者

総 務 課 主 幹 河 野 剛

議事課主任主事 沼 口 恭一郎

○二見委員長 委員会を再開いたします。

まず、議案の採決を行いますが、採決の前に、

各議案につきまして、賛否も含め、御意見をお

願いいたします。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○二見委員長 それでは、採決に移ります。

採決につきましては、議案ごとがよろしいで

しょうか、一括がよろしいでしょうか。

〔「一括」と呼ぶ者あり〕

○二見委員長 それでは、一括して採決いたし

ます。

議案第46号、第51号から第53号、第56号、第57

号、第65号、第73号について、原案のとおり可

決することに御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○二見委員長 御異議なしと認めます。

よって、議案第46号外７件については、原案

のとおり可決すべきものと決定いたしました。

その他何かありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○二見委員長 以上で委員会を終了いたします。

午後１時１分閉会

平成28年３月４日(金)


